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蝶理のサステナビリティ
蝶理グループは、世界中の様々なステークホルダーと関わりを持つ中、 

世界全体の持続可能性や発展も念頭に置き、事業を推進しています。 

持続可能な社会の実現と中長期的な企業価値向上のさらなる推進に向けて、 

2024年4月にマテリアリティ（重要課題）を特定し、サステナビリティ関連方針を制定しました。 

「選ばれる会社」を目指し、重点テーマに即した事業を推進、経営基盤を構築していきます。

●  カーボンニュートラルの実現（2050年）に向け気候変動による影響低減への貢献
●  脱炭素・循環型商材のさらなる拡充によるサーキュラーエコノミーの確立
●  事業活動を通じた社会課題の解決
●  トレーディングにとどまらない価値創造
●  サステナブル素材のさらなる拡充と取扱の拡大

●   社員が働き甲斐を感じ、幸せになれる企業の実現
●  人的資本投資（人材育成、採用強化、ダイバーシティ）
●  エンゲージメント向上（働き甲斐、働きやすい環境整備）、健康経営の推進

●  高品質・安全性に優れた商材や原料の調達力の維持
●  安定したサプライチェーンの維持・強化（BCPの安定）
●  グローバル需要に合わせた資源の有効利用と安定的な調達・供給
●  サプライヤーの人権、労働、安全衛生への対応

●  持続可能な成長を実現するガバナンス体制の維持・強化
●  コンプライアンスを遵守する社員の意識のさらなる醸成

持続可能で豊かな 

社会の実現に 

資する事業の推進

人材育成と 

ダイバーシティの推進

サプライチェーン 

マネジメントの強化

ガバナンスの強化・ 

コンプライアンスの徹底

蝶理グループサステナビリティ基本方針

蝶理グループは、創業当初からの「世のため人のために事業を伸ばし、常に得意先と発展をともにしよう」と願う 

共存共栄の精神のもと、企業理念に掲げる「地球人の一員としてより良い社会の実現」に取り組んでいます。

コーポレートスローガン「あなたの夢に挑戦します。」に基づき、重要課題（マテリアリティ）の実践を通じて 

グループを持続的に成長させ、持続可能な社会の実現に貢献します。

マテリアリティ 重点テーマ

   マテリアリティの特定プロセスについては、コーポレートサイトをご参照ください。 
https://www.chori.co.jp/sustainability/strategy.html

持続的成長に向けた経営基盤
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 1.ガバナンス 

蝶理グループは、企業理念に掲げているように、「地球人の一員としてより良い社会の実現」に貢献できるようサステナビリティの実

現に向けた経営を行っています。取締役会を戦略決定機関及び業務監督機関と位置づけ、法令や社会規範を守り、業務を有効かつ

効率的に行い、財務報告の信頼性を確保しながら、コーポレート・ガバナンスの強化に努めています。

　サステナビリティ全般への対応では、中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」で掲げたサステナビリティ経営の推進に向

け、2024年4月1日に「サステナビリティ推進委員会」を設置しました。

サステナビリティ推進体制  

サステナビリティ推進委員会は、蝶理グループのサステナビリティ経営に関連する施策を具体的に推進し、持続的な企業価値向上に

取り組むことを目的とし、委員長である代表取締役社長のもと、委員が議論を行っています。社外取締役と監査等委員もオブザー

バーとして参加し、意見・諸施策を共有しています。サステナビリティ推進委員会は四半期に1回以上開催され、年1回、その活動内

容を取締役会に報告しています。

 2.戦略
蝶理グループは、企業が持続的成長に向けた経営基盤を構築する上で、環境問題への積極的な取組、CSR調達等における取引先との

連携、労働安全管理に関わる取組、人材育成や地域・社会の発展に向けた取組等が重要であると認識しています。2023年4月28日

に開示した中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」ではVISION2030「ありたい姿」を掲げ、3つの基本戦略を着実に実行し、

高機能・高専門性を基盤として、グローバルに進化・変化し続ける企業集団の実現を目指し、企業価値の向上を図っています。  3.リスク管理
蝶理グループは、2024年4月に設置したサステナビリティ推進委員会の下部組織として、全社よりメンバーを選出したリスクマネジ
メントチームを設置し、人材確保に関するリスク、気候変動に関するリスク（移行リスク／物理的リスク）、人権問題に関するリスク、 
環境汚染に関するリスク等、サステナビリティに関するリスクの洗い出しと対応策の策定を行いました。

 4.指標及び目標
蝶理グループは、サステナビリティへの対応を継続課題と認識し、中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」の基本戦略の 
一つに掲げる「ESG経営の推進」の実現に向けて、非財務目標（  P.20）を設定しました。

 サステナビリティ全体に関する考え方 ワーキングチーム  

マテリアリティに対処するために、2024年6月にサステナビリティ推進委員会の下部組織として3つのワーキングチームを設置しま

した。ワーキングチームの提案内容は、サステナビリティ推進委員会で議論され、最終的に決定されました。

リスクマネジメントチーム

目的 企業経営等において発生し得るリスクを管理する体制構築

体制
リーダー：経営政策本部副本部長（経営管理部、関連事業室、繊維物流部、化学品物流部）
メンバー：繊維本部 6名、化学品本部 7名、経営政策本部 6名
オブザーバー：業務監査部長

成果  P.67をご参照ください。

サステナブル事業管理チーム

目的 SDGsと関連する事業活動の整理

体制
リーダー：経営政策本部副本部長（人事総務部、情報システム部）
メンバー：繊維本部 5名、化学品本部 6名、経営政策本部 1名

成果  P.43をご参照ください。

方針、制度設計チーム

目的 方針・制度の整理・設計

体制
リーダー：経営政策本部副本部長（経営管理部、関連事業室、繊維物流部、化学品物流部）
メンバー：繊維本部 1名、化学品本部 1名、経営政策本部 3名
オブザーバー：業務監査部長

成果

持続的な成長を可能にする経営基盤構築に向け、サステナビリティ関連の方針・制度を整理しました。2025年3月期に 
新設・改訂した方針は以下の通りです。

• 企業行動指針（改訂）
• 蝶理グループ環境方針（改訂）
• 蝶理グループ人事基本方針（新設）
• 蝶理グループCSR調達方針（新設）
• 蝶理グループコンプライアンス・ポリシー（新設）
• 蝶理グループのステークホルダーとの対話の促進に関する基本方針（新設）
• 蝶理グループ情報セキュリティ基本方針（新設）

執行役員会

業務執行組織・グループ会社

取締役会

報告

業務執行

モニタリング

サステナビリティ推進委員会

委員長：代表取締役社長
委員：本部長、副本部長、事業部長、（株）STX社長
オブザーバー：社外取締役、監査等委員

直轄

 2024年3月期

•  「Chori Innovation Plan 2025」策定

•  サステナビリティ推進準備委員会設置

•  マテリアリティの特定に向けた協議

•  蝶理グループサステナビリティ基本 
方針の検討

2025年3月期

•  サステナビリティ推進委員会設置

•  リスクマネジメント体制の構築

•  サステナブル商材を定義

•  サステナビリティ関連の7方針を新設・
改訂

2026年3月期（対応中）

•  2025年3月期の取組の深化（リスクマ
ネジメント、サステナブル商材管理）

•  マテリアリティ及びサステナビリティ 
関連方針の社内浸透

代表取締役社長

持続的成長に向けた経営基盤
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蝶理グループ環境方針  

基本理念
蝶理グループは、ニーズに即応した優れた商品と的確な情報の提供を通じて、確かな価値を創造し、

より豊かな社会の実現に努めています。地球規模で環境に対する関心が益々高まりつつある中で、

自己の役割を認識した環境への対応は、当社の経営基盤確立の上で不可欠の要素と考えています。

環境マネジメント組織図 （2025年6月20日）  
環境に関する取組を推進するため、以下の体制を整えています。

環境に配慮した事業活動  

蝶理は、環境に関する国際標準規格であるISO14001認証を2000年に取得して

以降、環境保全活動を継続的に実践しています。2017年12月に新規格へ移行

し、2019年12月には北陸支店、岡山出張所を対象とし、（株）ビジネスアンカー等

の子会社も含めた全社活動として取り組んでいます。

環境管理事務局

管理部門

社長

環境管理責任者

任命

任命内部監査結果の報告

EMS※1の見直し・改善の提案
EMSの実行の結果を報告

部門長

部門環境責任者

部門長

部門環境責任者

部門長

部門環境責任者

EMS推進者※2

※1 Environmental Management Systemの略。
※2 EMS推進者は内部環境監査員を兼務し、他部門の内部監査を行います。

経営管理部

関連事業室

人事総務部

薬事総合管理室

情報システム部

健康保険組合

業務監査部

EMS推進者※2EMS推進者※2

化学品業務管理室繊維業務管理室 化学品物流部繊維物流部

化学品第一事業部素材事業部

（株）ビジネスアンカー

化学品部門繊維部門

資材事業部 化学品第二事業部

持続可能で豊かな社会の実現に資する事業の推進

事業活動を行う上で、サステナビリティを考慮することは重要であり、積極的に取り組むことが、企業の責任であると考えています。

 環境マネジメント
蝶理グループでは、「Chori Innovation Plan 2025」にて、2050年までにカーボンニュートラルを目指す旨を掲げています。

製品事業部

   蝶理グループ環境方針 
https://www.chori.co.jp/
sustainability/environment/
em.html

気候関連のリスク及び機会についての取締役会による監視体制と気候関連のリスク及び機会を 
評価・管理する上での経営の役割について

当社は、気候変動を含む環境課題への対応については、取締役会にて定期的に報告を行い、その内容について議論を

実施しています。取締役会は、当社の気候変動関連のリスクと機会等の評価、対応、開示等について最終的な責任を

負っております。

　気候変動を含む環境課題への全社的な対応にあたっては、取締役である経営政策本部長を責任者、経営管理部を

所管部署とし、TCFDを含む気候変動に関する取り組みを管理・推進すると共に、全社の重要方針や施策等について

の取り纏めを行い、取締役会へ報告・提案し、取締役会で議論を実施します。

　気候変動を含む環境課題に関連した事業別の戦略等につきましては、各営業本部の本部長が経営政策本部長および

経営管理部と連携すると共に、取締役会にその概要を報告し、取締役会でその戦略等について評価、議論を実施します。

　なお、2023年4月28日に開示した中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」にて、TCFDを含むサステナビリティ

全般の戦略・取り組みについて記載しておりますので、ご参照下さい。

　また、気候変動を含むサステナビリティ全般への対応では、2024年4月1日にサステナビリティ推進委員会を設置し、

サステナビリティに関する施策を推進しております。

組織が識別した、短期・中期・長期の気候関連のリスクと機会および気候関連のリスク及び機会が 
組織のビジネス・戦略・財務計画に及ぼす影響について

当社は、気候変動における移行リスクおよび物理リスクを検討するために、シナリオ分析を実施しております。2021年

度は2℃シナリオ及び4℃シナリオにて分析を行いましたが、2022年度以降は1.5℃シナリオ及び4℃シナリオにて 

分析・検討を行っております。1.5℃シナリオでは、2℃シナリオ同様に物理的リスクの上昇は緩やかであり、環境負荷

低減製品の開発・拡販の機会が増加することが想定されます。また、4℃シナリオでは、気候変動対策が十分に進展し

ないため、異常気象などの物理的リスクが高まることが想定されます。

　上記の想定・背景から、2030年までを分析対象期間としシナリオ分析を実施した結果、特定された気候変動に 

関連するリスク・機会が当社の事業へ与える影響、およびその対応策を以下のとおり整理しています。

「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures、以下「TCFD」と

いいます）」は、G20金融安定理事会（FSB）によって、2015年に設立されました。

　2015年のパリ協定で定められた「地球の平均気温を産業革命以前に比べ2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をする」こと

を目指している中で、投資家が適切な投資判断ができるよう、企業に気候関連財務情報開示を促すことを目的としています。

　当社は、2017年6月に公表されたTCFDの最終報告書「気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言」に従い、推奨されてい

る開示項目について、適切な情報開示に努めています。

TCFD提言に基づく開示

気候変動への対応

ガバナンス

戦略

   中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」
 https://www.chori.co.jp/ir/management/plan.html

 カーボンニュートラルの実現（2050年）に向け気候変動による影響低減への貢献
 脱炭素・循環型商材のさらなる拡充によるサーキュラーエコノミーの確立
 事業活動を通じた社会課題の解決
 トレーディングにとどまらない価値創造
 サステナブル素材のさらなる拡充と取扱の拡大

 重点テーマ

内部環境監査員

持続的成長に向けた経営基盤
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持続可能で豊かな社会の実現に資する事業の推進

 *炭素税の導入・拡大における財務影響（事業インパクトの定量評価）

1.5℃シナリオ

2030年 102千USD（約15百万円）

2050年   61千USD（約9百万円）

*  2030年及び2050年のGHG排出量予測に1.5ºCシナリオにおける炭素税の予測を乗じて計算 
4ºCシナリオにおいては日本で炭素取引は現状から変化なしと想定しているため試算なし

いずれのシナリオにおいても、当社の事業への影響は極めて限定的である一方、環境負荷低減製品の開発・拡販の機会が増加することがわかりました。継続して事業インパクト
評価を実施し、適切なリスク管理と、環境に配慮した製品の需要増加などのビジネス機会を収益向上につなげてまいります。

 気候変動に関連する主要なリスク・機会が当社事業に与える影響及び主な対応策

タイプ リスク・機会項目 当社事業へのインパクト
（  リスク／ 機会）

当社の主な対応策
財務影響

1.5℃ 4℃

移
行
リ
ス
ク

政
策
と
法
規
制

脱炭素政策
の強化

炭素税の導入・拡大   仕入価格の増加／各種コストの増加
GHG排出量算定による、当社の実績値及び
影響の認知継続
脱炭素商材の取扱い強化

*小

最大仕入国の中国の規制強化   生産減少による一時的な取引量の減少 グローバルサプライチェーンの強化・拡充 中

技
術

サーキュラー 
エコノミー 
拡大加速

廃棄物削減の取組拡大   リサイクル関連商材の需要の増加
  廃棄物削減に貢献する商材の需要の増加

リサイクル商材の取引拡大
・ リサイクルチップ
・ リサイクルポリエステル糸（ECO BLUE®）

中

再生可能資源の使用の拡大   バイオ関連商材の需要の増加
生分解性樹脂商材の取引拡大
・ 育苗シート

中

市
場

脱炭素移行に
ともなう市場
変化

自動車のライフサイクル全体での
カーボンニュートラル化に向けた 
政策・取組の拡大

  自動車のEV化に伴うリチウムイオン電池
関連商材の需要の増加

リチウムイオン電池関連素材の取引拡大
・リチウム化合物製造プロジェクトへの参画 中

繊維業界のサプライチェーンを通じ
た脱炭素に向けた政策・取組の拡大

  サプライチェーンを通じてサステナブルな
取組をリードすることで脱炭素化対応に 
かかるコストを低減

蝶理独自のサプライチェーンを通じたサステナ
ビリティイニシアチブの推進
（BLUE CHAIN®）

中

ステークホル
ダーのサステ
ナビリティに
対する関心
の高まり

非石化製品等サステナブル製品の
需要増加   環境配慮型商材需要の増加

【環境配慮型商材の取り扱い強化】
・高伸縮機能糸（TEXBRID®）
・環境配慮型繊維素材
 ・ECOSOL®

 ・BLUENY®

・有害物質不使用素材
 ・ 非フッ素撥水・リサイクル原糸使い生地
（フッ素不使用）

 ・洗浄剤用化学品 （塩素ガス不使用）

中

石化製品の買い控え   環境配慮型商材への切り替えに伴う一時
的な取引量の減少 小

気候変動対応に関する情報開示要
請の拡充

  対応不十分による企業価値低下・投資減少
  気候変動対応による顧客拡大・投資増加

・ TCFDフレームワークを活用した情報開示、
GHG削減取組

中

物
理
リ
ス
ク

急
性 
・ 
慢
性

自然災害／ 
異常気象の
頻発化と深
刻化

水不足   生産減少による一時的な取引量の減少

グローバルサプライチェーンの強化
・水資源に配慮した商材強化
・ECO BLUE®×WS™

小

大規模な自然災害
  サプライチェーン寸断による一時的な取引
量の減少・リードタイムの長期化

小

海面上昇 小

平均気温の上昇
  秋冬物の取引減少
  農薬関連商材の需要増加
  消毒（うがい）関連商材の需要増加

【商材例】
・ 次世代商材の取扱い強化
・ 農薬原体（殺菌剤、水稲除草剤、殺ダニ剤、
除草剤）
・ 医薬品（ヨード）
・ 持続可能なタンパク質

中

※ 売上高またはセグメント利益にもたらす影響の大きさにより分類し、より影響が大きいと判断をした方を濃い色にしています。
※  参照した主なシナリオ：IEA（国際エネルギー機関）の「World Energy Outlook（WEO）2024」、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）社会経済シナリオ「共通社会経済経路
（SSP、Shared Socioeconomic Pathways）」、など

気候関連リスクを識別・評価・管理するプロセス及びそのプロセスが組織の総合的リスク管理にどのように 
統合されているかについて

リスクマネジメント規程の運用  

当社は、当社の経営活動に潜在するリスクを特定し、平常時より、リスクの低減、危機の未然防止に努めると共に、当社の経営
活動に重大な影響を及ぼす恐れのある危機発生時の体制を定め、迅速かつ的確な対応をとり、事態の拡大防止及び速やかな
収拾・正常化を図ることを目的として、リスクマネジメント規程を定め、運用しております。

平常時のリスクマネジメント  

リスクマネジメント総責任者を社長、リスクマネジメント推進責任者を経営政策本部長とし、リスクマネジメント推進責任者と
リスクマネジメント担当組織（経営管理部）は、社内に潜在するリスクについて、重点課題を特定し、リスクを低減、未然防止、
早期発見するための諸施策を立案し、必要な教育・訓練を自主的かつ計画的に実施すると共に、危機対応後の結果のフォロー、
効果の検証と課題の抽出・改善を行います。
　当社の定めたリスクマネジメント規程では、気候変動に関するリスクにつきましては、「社会、経済・政治等、外部経営環境」
および「BCP」に関わるリスクの一つと定義しております。前述のシナリオ分析での検証結果の通り、当社の事業継続におい
てサプライチェーンの確保は非常に重要なテーマであります。リスクマネジメント規程で分類している取引に関わるリスクへの
対応として、取引先に起因する諸問題によるサプライチェーンの途絶のリスクへの対処と共に国内外における調達活動におい
て社会的責任を果たすため、CSR調達ガイドラインを定め、企業倫理・法令遵守、安全・防災・環境保全、製品安全・品質 
保証、人権・労働環境などを重視した調達活動を推進しております。

危機発生時の対応  

危機発生時の対応は人命および安全を最優先とし、リスクマネジメント規程に則り、危機発生時の連絡体制に基づく連絡・ 
報告、リスクマネジメント総責任者による危機対策本部設置の判断、危機対策本部の任務遂行、緊急広報、調達報告並びに 
再発防止対策等を行います。

組織が自らの戦略とリスク管理プロセスに即して、気候関連のリスクと機会を評価する際に用いる指標、 
組織が気候関連リスクと機会を管理するために用いる目標、及び目標に対する実績について

当社グループでは、2020年度より温室効果ガス（以下、GHGといいます）の排出量実績値を集計しており、GHG排出量
（Scope1とScope2）を削減し、2050年のカーボンニュートラルを目指しております。さらに、サプライチェーン全体のGHG
排出量削減に向け、Scope3の削減も検討していきます。
　GHG排出量削減目標については、前述のサステナビリティ推進委員会にて検討を進めていきます。

 GHG排出量の実績（単位：t-CO2）

カテゴリ 項目 2020年度 
実績値

2021年度 
実績値

2022年度 
実績値

2023年度 
実績値 算定の範囲

Scope1 直接排出量 ー 385 330 312 260
連結

Scope2 間接排出量 ー 956 866 872 862

Scope1+Scope2合計 1,341 1,196 1,184 1,122  

Scope3 カテゴリ1 購入した製品・サービス ー 1,090,766 1,209,416 1,105,555

単体

カテゴリ2 資本財 ー 131 372 115

カテゴリ3
Scope1、2を除く 
エネルギー関連活動

ー 41 36 30

カテゴリ4 輸送・配送（上流） ー 113,462 126,087 110,068

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 ー 102 108 89

カテゴリ6 従業員の出張 126 128 168 190
連結

カテゴリ7 従業員の通勤 238 243 317 356

カテゴリ9 輸送・配送（下流） ー 461 454 424
単体

カテゴリ12 販売した製品の廃棄 ー 1,318 1,292 1,195

Scope3合計 364 1,206,654 1,338,251 1,218,021

Scope1：直接排出量
Scope2：間接排出量
Scope3：サプライチェーン排出量（2020年度については従業員の出張・通勤（カテゴリ6・7）に伴う排出のみ）

* GHG排出量の測定についてはGHGプロトコルで定義されているGHG排出量算定方法に基づいています。

リスク 
管理

指標と 
目標
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持続可能で豊かな社会の実現に資する事業の推進

 サステナブル商材（SDGs商材から改称）
中期経営計画「Chori Innovation Plan 2025」では、 基本戦略の一つに「変化に即応したサステナブルなビジネスの創出」、非財務

目標に「環境等に配慮したSDGs商材の取扱拡大」を掲げ、 商材の幅出しを進めています。

　サステナブル商材の取扱拡大をさらに推進すべく、サステナブル事業管理チームにて定義を整理し分類しました。サステナブル商

材を「環境保全」「豊かな暮らし」の大きく2つに分け、中分類・小分類を設けて具体的な基準を設定し管理することに加え、蝶理グ

ループが主体的に関与し、蝶理グループならではの知恵と工夫で付加価値を提供している商材をPlus Value商材（PV）と位置づけ、

戦略的にさらなる拡大を図ります。

繊維事業　蝶理独自のコンセプト

サプライチェーン全体のサステナブル化を実現

BLUE CHAIN®とは、温室効果ガス排出量や水消費量等、繊維産業が抱える

問題を解決するため、糸・生地・製品という繊維産業の川上から川下に至る

各段階においてサステナビリティに対応した取組を行い、それらを柔軟に掛け

合わせることでサプライチェーンにおけるサステナビリティの全体最適化の実

現を目指す、蝶理独自のコンセプトです。

30蝶理株式会社 CHORI CO., LTD.

繊維事業のサステナビリティ

・「川上から川下まで全体でサステナビリティを考える」
サプライチェーンのサステナビリティ全体最適化を実現する当社独自のプロジェクト。

速染糸「WS」

小松マテーレ㈱との共同開発。糸作りの工程を変えることで染色時間を大幅に短縮
し、染色段階でのCO²を約30%削減。ECO BLUE®との組み合わせで、CO²を
ダブルで削減。

環境配慮型ポリエステル繊維

サステナビリティコンセプト：BLUE CHAIN®（ブルーチェーン）

ECO BLUE®

当社の環境配慮型商材の主力商品。回収した使用済ペットボトルを洗浄・粉砕し、
新たな繊維に生まれ変わらせ、貴重な資源を循環。長繊維から短繊維まで200種
類以上の取り扱いが可能。国内外の生産背景を持つ蝶理独自の高機能素材と
ECO BLUE®を組み合わせ、リサイクルだけでない価値ある糸を生み出せることが強み。

回収ペットボトルから生まれた、リサイクルポリエステル糸

tBLUE CHAIN®の取り組み

・取引先企業と協働し、環境に配慮した糸・生地・製品での取組みを拡大。

③成長戦略（中期経営計画「Chori Innovation Plan 2022」）

次世代型ビジネスモデル創出 コーポレート･ガバナンス連結経営基盤強化 人的基盤強化コンプライアンス

  CO2吸収機能を有する
  製造／使用／廃棄過程におけるGHG排出量削減に貢献

環
境
を
守
る

GHG排出量 
削減

エネルギー 
効率化

再生可能 
エネルギー 
普及

  エネルギー効率向上に貢献
  再生エネルギーの普及に貢献

建築資材
遮熱ハウスラップや遮熱ルーフィング
等の建築資材は室内の温度を快適
に保つことができ、エネルギー消費量
を抑えられるためCO2排出量削減に
貢献します。

WS™
小松マテーレ（株）の「WS™」は、低
温で速く染まる特徴を持つ素材です。
染色加工におけるCO2排出量を従来
比31.7%※削減することができます。
※  WS™の代表的な素材で測定した数値です。

チリ・リチウム 
化合物製造プロジェクト
かん水から抽出した後水を戻すこと
で、塩湖の水量を減少させずにリチウ
ム化合物を生産するプロジェクトに
参画しています。

住宅用ウレタン
ウレタンは非常に高い断熱性能を
持っており、壁や屋根に使用すること
で、室内の温度を一定に保つことが
でき、エネルギー消費量の抑制に貢
献します。

環境負荷の 
低減 

（環境汚染の 
防止）

  製造／使用／廃棄過程における環境負荷低減に貢献
  商材が生分解性を有し、環境負荷低減に貢献

ECOSOL®

紡糸段階で顔料を練り込み着色した
原糸ポリエステル糸です。糸を作る段
階で色をつけるため、生地で染色する
場合と比較し、水使用量やCO2排出
量を削減することができます。

生分解性樹脂 
微生物によって最終的に水とCO2に
分解される育苗シートを取り扱うほ
か、ごみ袋等への採用も提案してい
ます。

資源循環

  廃棄物・副産物を活用することで資源循環に貢献

ECO BLUE®

回収されたペットボトルを使用した 
リサイクル糸です。原料ペレットから
取り扱っており、長繊維から短繊維
まで200種類以上の品種を展開して
います。

NEXUEDE®

人工皮革の代替ともなる、マイクロファ
イバーの高品質織物生地。スウェード
調の肌触りで、カーシート等で採用さ
れています。

NEXUEDE®

  フードロス削減への貢献　　   持続可能な食糧供給への貢献
  安心安全な食づくりへの貢献

暮
ら
し
を
守
る

食を守る 
（持続可能な 
食糧生産）

衣を守る

  快適な衣の提供で持続可能な社会へ貢献

日持向上剤
日持向上剤は食品の品質を保持し、
賞味期限の延長を可能にするため、
フードロス削減に貢献します。

農薬の原薬、中間体
農地に残留しない薬剤の原薬・中間
体により、従来品比較で、食物生産
過程における環境負荷低減に貢献し
ます。

TEXBRID®

バネ状の分子構造で優れたストレッチ
性と伸長回復性を有し、快適な着心
地を実現。シワになりにくく、スポーツ
からビジネスまで日常使いで活躍し
ます。

SPX®

北陸産地で50年以上続く日本独自
の糸加工技術「PIN仮撚（かりより）」
によって作られるストレッチ糸。特有
のふくらみと軽さにより、柔らかな肌
触りと快適な着心地を実現します。

健康を守る

  健康寿命延伸への貢献

ジェネリック薬・ 
先発薬の原料、中間体
抗がん剤や抗アレルギー剤等の原料
の供給及び創薬支援を通じて健康
寿命延伸に貢献します。

Pick up

BLUE CHAIN®PV

PV

PV

BLUE CHAIN®

BLUE CHAIN® BLUE CHAIN®PV BLUE CHAIN®PV

PV PV

PV

BLUENY®

繊維くずを再資源化したリサイクルナイ
ロン「LOOP」、回収漁網由来のポスト・
コンシューマーナイロン「OCEAN」、植物
由来のバイオナイロン「SAVE」の3種を 
展開しています。

B-LOOP®

繊維製品の循環型スキームの総称
です。ポリエステルをはじめとした素
材を綿や糸に戻すことで衣服・資材等
への循環や、自動車の吸音材・水害防
止用の河川敷マット等への再利用を
行います。

BLUE CHAIN®PV

PV：Plus Value商材 　 BLUE CHAIN®：BLUE CHAIN®取扱商材

PV

持続的成長に向けた経営基盤
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北陸産地（福井県、石川県、富山県）は、繊維産地として400年以上の長い歴史を持ち、合成繊維織物の生産を強みとしています。 
蝶理は1929年に福井県に、1934年に石川県に、それぞれ支店を開設して以降、産地に根差した繊維事業の発展に努めてきました。

合成繊維メーカーとの協業のもと、機業（織物製造企業）に原糸を卸し、機業とともに織物生産を始めました。戦後はストッキングの

原料であるウーリーナイロンの販売を一手に担い、日本の高度経

済成長期に北陸産地と歩調を合わせて成長してきました。

　北陸産地独自のPIN仮撚加工技術による高捲縮ポリエステルス

トレッチ糸「SPX®」は、独自の風合いが評価され、ファッションか

らスポーツウェアまで幅広く採用されています。需要拡大を見込

み、「SPX®」の量産機と試験機を、北陸の協力企業に無償貸与す

ることを決定しました。生産キャパシティ及び効率を上げ、国内

外での原料事業の拡大を目指します。

　高い品質と国内生産ならではのフットワークを駆使して、今後も

産地企業と連携して顧客のニーズに応えた製品を供給し、「Japan 

Quality」を世界に発信し続けます。

持続可能で豊かな社会の実現に資する事業の推進

 トレーディングにとどまらない価値創造
蝶理では、トレーディングにとどまらない価値創造を行っています。

1   環境への配慮と保護 
ステークホルダーの未来を守るため、脱炭素社会と環境保護に貢献する活動に取り組みます。

2   地域社会への貢献 
地域社会の未来を創生するため、事業活動を行う地域社会の発展に貢献する活動に取り組みます。

3   次世代の学びと育成 
次世代に繋ぐ未来を豊かにするため、青少年の夢への挑戦に貢献する活動に取り組みます。

2025年3月期の活動  

国連WFP協会主催の「WFPウォーク・ザ・ワールド」に協賛しました。
蝶理グループから、200人超が参加しました。

大阪府教育庁が推進する「わくわく・どきどきSDGsジュニアプロジェ
クト」に協力し、大阪府吹田市と堺市の中学校を訪問しました。

サーフィンのプロ大会「WSL QS3000 OMAEZAKI PRO」後に選手
やファン、御前崎在住者の方々総勢約300人とともに、ビーチクリーン 
活動を実施しました。

 蝶理の社会貢献活動
2024年4月に制定した「蝶理グループ社会貢献活動方針」に沿った活動を行っています。

蝶理グループ社会貢献活動方針  

蝶理グループは、「あなたの夢に挑戦します。」のコーポレートスローガンのもと、「環境への配慮と保護」「地域社会への貢献」「次世

代の学びと育成」の3つを重点分野とし、社会貢献活動を通じてステークホルダーの未来に繋がる活動を行います。

本や芸術文化を通じて子供たちの豊かな想像力を育む文化施設とし
て2020年に開館された「こども本の森 中之島」に寄付しました。

東レグループ荒川クリーンエイドに、蝶理関係者延べ10名が参加し、 
荒川河川敷にて約1時間の清掃活動を行いました。

「第9回大学生対抗IRプレゼンコンテスト」に協賛しました。蝶理を
担当した一橋大学投資サークル「TOWALY」Aチームは、準優勝とな
りました。

北陸産地との共生  

関連動画

高捲縮ポリエステルストレッチ糸「SPX®」

https://youtu.be/JraCbdHGksI

浙江藍徳能源科技発展有限公司（中国）が2025年中に新製法の電解アルミニウム向けイオン液体のパイロットプラントを稼働予定

です。蝶理では、2022年7月にイオン液体の販売総代理店契約を締結して以来、日本、韓国、台湾、インド向けの販売拡大に注力し

ており、電解アルミニウム向けのイオン液体についても、全世界（中国大陸を除く）販売総代理店契約を締結しました。イオン液体を

使用した製法は新製法になるため、今後の実用化に向けて訴求を図ります。

新製法の電解アルミニウム向けイオン液体

•  消費電力が膨大

•  電解温度900℃以上

•  生産量の約10倍のCO2排出※ 
 CO2排出量の多い産業

従来の製法

  消費電力は従来の40%程度

  電解温度100℃以内

  イオン液体製法の過程におけるCO2排出量は0

イオン液体製法

電解アルミニウムのイオン液体製法とは 大幅に環境負荷を低減する画期的な製法

生活に欠かすことのできないベースメタルであるアルミニウムの持続的な供給と脱炭素社会の実現へ貢献
※ 出典：日本アルミニウム協会公表データ

繊維

化学品

持続的成長に向けた経営基盤
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企業価値の向上

社員と家族の健康増進

健康経営の推進 エンゲージメント向上人的資本投資

人を育て、人と育つ 

ダイバーシティ＆インクルージョン

採用力の強化

働き甲斐の実現 

よく伝え・よく伝わるコミュニケーション

より働きやすい環境整備

ステークホルダーのウェルビーイングを実現し、働き甲斐を感じ、幸せになれる企業

VISION2030

総合職の採用人数、及び、総合職への職種転換の合計人数に占める女性割合：30%以上

男性社員の育児休業取得率の向上

管理職に占める女性の割合の向上

Chori Innovation Plan 2025 KPI

人材育成と 
ダイバーシティの推進
蝶理グループは、「人」を最重要経営資本と位置づけ、 

事業を推し進めるために必要不可欠な優秀な人材を確保・育成すべく、 

人事ポリシー「人を活かし、人と活きる。人を育て、人と育つ。人を繋ぎ、人に繋げる。」を定めています。

創業160年を超える歴史を持つ企業として、従業員とともに成長を続け、 

次世代に繋げることが使命と考えています。

従業員一人ひとりが働き甲斐を感じ、成長を実感し、 

より幸せになることにより、企業価値が向上するサイクルの実現を目指します。

 社員が働き甲斐を感じ、幸せになれる企業の実現

 人的資本投資（人材育成、採用強化、ダイバーシティ）

 エンゲージメント向上（働き甲斐、働きやすい環境整備）、健康経営の推進

 重点テーマ

持続的成長に向けた経営基盤
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人材育成とダイバーシティの推進

人を活かし、育て、繋げる 

～変えないことと、変えていくこと～

人事総務担当役員メッセージ

「人が強い蝶理」は変えずに次世代へ繋げる

蝶理は1861年、京都西陣で生糸問屋として創業しました。激

動の歴史を背景に、幾度となく危機に直面しながらも、「蝶理」

というユニークな社名を160年以上にわたり人から人へ繋いで

こられたことは、まさに奇跡だと感じています。私自身も危機を

経験しましたが、当時の社内は悲壮感というより、不思議と楽

天的な明るさがあったように記憶しています。一方で、会社がな

くなるかもしれないという現実を肌で感じた経験は、今も鮮烈

に心に残っています。

　社外の方からは、社員の元気の良さや熱量の高さを背景に

「人が強い蝶理」とご評価いただくことがあります。こうした声は、

私たちが幾度もの大きな危機を乗り越えてきた経験によって 

鍛えられ、変化をチャンスと捉える力と自信を培ってきた結果な

のかもしれません。生糸問屋から始まった繊維専門商社だった

蝶理は、現在では繊維と化学品という、全く異なる2つの専門性

を併せ持つ専門商社へと進化しています。長い歴史とこの二軸

での展開こそが蝶理の最大の特徴であり、400人弱という少な

い単体従業員数で支える「個の強さ」が、蝶理らしさの源泉で

す。変化や危機を乗り越えてきた「個の強さ」と「楽天性」こそ

が、私たちの誇りです。

人を活かし育てる ～採用と育成は、時代に応じて変えていく～

採用
近年、非常に多くの学生の皆さんに蝶理を志望していただける

ようになりました。就職活動を通じて初めて蝶理を知った方も

多い中で、志望理由や入社の決め手として「人に魅かれて」と

言ってくださる方が多いことに、「人が強い蝶理」という価値が

社外にも浸透していることを実感し、嬉しく思っています。

　グローバルな舞台での活躍を目指し、個性を発揮できる素質

を備え、様々な専門性、経験を持つ若い人材とともに蝶理の未

来を築いていくことを想像すると、心が躍ります。事業拡大に伴

い、キャリア採用も着実に進み、現在では全社員の25%を占め

るまでになりました。当初は即戦力や人員補完が主目的でした

が、キャリア採用者がもたらす新しい視点や気づきは、蝶理の風

土やルール、働き方を見直す貴重な機会となっています。今では、

こうした多様な人材の融合こそが、蝶理におけるダイバーシティ

の本質であると考えています。

育てる  ～研修の強化～
従業員数が少ないからこそ、全員が蝶理を構成する重要な担い

手であり、一人ひとりの成長が非常に大きな意味を持ちます。 

2年前に研修の専門家を採用し、研修の内容・構成を大きく 

上席執行役員 
経営政策本部副本部長（人事総務部、情報システム部）

中山 佐登子

刷新しました。研修は会社からの強制ではなく、自発的に取り

組む場と位置づけ、丁寧なフィードバックを通じて学びを定着

させています。研修費を以前の倍に増額し、今後も拡充を予定

しています。人という強みを、より丁寧に時間をかけて育て、 

人生に通じた個のキャリアと成長を支える──その変化を、既

に感じ始めています。

活かす  ～女性活躍とグローバル～
蝶理では、互いの顔が見える規模の会社として、当人も周囲も

納得できる形で、数字合わせのためではない、無理のない女性

活躍推進を進めています。現在、管理職に占める女性比率は

3%ですが、営業系、管理系と様々なジャンルで活躍しています。

今は、女性活躍のための母集団形成の時期と捉え、総合職への

職種転換（2025年3月期：2名）も進めており、新卒採用におけ

る女性割合は30%以上を確保しています。数年以内には、この

母集団から実力ある女性管理職候補が複数誕生する見込みで

あり、非常に楽しみにしています。また、女性活躍推進に不可欠

な男性社員の育児休業取得率は、2025年3月期に53.8%に達

しました。

　蝶理の事業の中心は、グローバル展開にあります。海外駐在

員や多くのナショナルスタッフが、世界各地の拠点で活躍して

います。新卒採用時には、グローバルに活躍することへの前向

きな姿勢や語学力、海外経験を重視し、若いうちからトレーニー

や駐在員、語学研修等を通じて海外経験を積んでいます。今後

のさらなる拡大に向け、採用・研修の両面でグローバル対応を

強化していきます。また、ナショナルスタッフの育成も重要な課

題であり、日本でナショナルスタッフを教育する「逆トレーニー」

制度も始まりました。

活かす  ～健康とコンプライアンスは蝶理の土台～　
蝶理オリジナルの全社改善活動「CHOI活（Chori Innovation 

活動）」は13年目を迎えました。テーマは、コンプライアンスや

健康、コミュニケーション、エコ、デジタル等と年ごとに変わり

ますが、中でもコンプライアンスと健康は常に蝶理の土台として

位置づけています。特に健康については、楽しみながら取り組

めるよう、組織対抗のウォーキングイベント、組織別の健康番付

表の発表や健康目標設定等、多角的な施策を展開しています。

人事総務部、労働組合、健康保険組合、独身寮生、社内診療所

の医師・看護師等が連携し、健康推進に取り組んでおり、その

結果として「健康経営優良法人」の認定を7年連続で取得して

います。

徹底的に社員の声を聴く  ～コミュニケーションを 
通じたコンプライアンスとエンゲージメント～　　
風通しの良い企業風土を築くため、社員の声を徹底的に聴くこ

とを重視しています。毎年開催しているコンプライアンス&ハラ

スメントアンケートとストレスチェック、内部通報制度に加え、

2024年3月期から始めたエンゲージメントサーベイを通じて、

驚くほど多くの声が寄せられています。コンプライアンス&ハラ

スメントアンケートの回答率は、2019年の70%から2023年の

88%、2024年の89%にまで向上しました。これは、継続的な

定点観測と結果の公表による成果だと考えています。ハラスメン

トに関する議論も深まり、内部通報制度では、記名式で調査を

要望する「KOTAETE（答えて）」に加え、匿名で意見を伝えるこ

とができる「KIITE（聞いて）」を設けたことで、様々な意見が寄

せられています。エンゲージメントサーベイは導入からまだ2年

目ですが、各組織の強み・弱み、さらには蝶理全体の特性が可

視化されることで、経営陣の情報発信やマネジメントのあり方

を見直す重要なツールの一つとして位置づけています。今後も

「伝える・伝わる」コミュニケーションを推進していきます。

時代を超えて想いを繋ぐ  ～継続の意味～
2024年9月、大阪本社を移転しました。全員が同じフロアに集

まり、フリーアドレス制や多様なミーティングスペースを備えた

レイアウトにより、一体感とコミュニケーションを重視した職場

環境を整えました。予想以上に社員が自由に動き、本部をまた

いだ交流が活発になり、「笑顔が増えた」という嬉しい声も聞い

ています。ペーパレス化や整理整頓も一気に進み、蝶理の一体

感と社員の自主性を育むオフィスとして、今後さらに進化させて

いきます。　

　この移転は、蝶理の歴史においても大きな意味を持ちます。

47年前、業績悪化により御堂筋を離れた蝶理が、長い歳月を経

て、再び「拡大の時代」を過ごした御堂筋に戻ったことは、現役

社員にとっては新たなスタートであると同時に、苦難の時を経

験したOB・OGの皆さんにとっては深い感慨を呼び起こすもの

であり、多くの喜びと感謝のメッセージを頂戴しました。蝶理と

いう企業を通じて、人から人へ、時代を超えて想いが繋がっていく

ことを改めて実感する良い機会となりました。

　私たち蝶理は、長い歴史の中で幾度も危機に瀕し、その度に

リセットと再生を繰り返してきました。変化の連続の中でも、「人

の蝶理」という本質はは変えずに守り続けてきました。人事施

策は、時代の変化に応じて柔軟に進化させながら、次世代へと

繋いでいく──それが私たちの使命です。

持続的成長に向けた経営基盤
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人材育成とダイバーシティの推進

 人を育て、人と育つ（人材育成）

新入社員向け「Let’s （Learning Education Training system） 研修制度」  
新入社員を育成するLet’s研修制度は、2009年4月入社社員から開始した、社会人基礎や貿易実務、会計・社内ルール等の基礎を

集中的に学ぶプログラムです。2024年3月期に見直し、1年間の育成体制を確立しました。人事担当者、配属先（コーディネーター、

チューター、インストラクター）、メンターが連携し、あらゆる角度から新入社員のフォローを行っています。

育成主体 1Q 2Q 3Q 4Q

人事

配属先

メンター メンター面談

月次育成面談

初期研修

研
修

育
成
計
画 

作
成

研
修

配
属

検
定

研
修

面
談

面
談

共
有
会

隔月育成面談

研
修

蝶理グループ人事基本方針  

蝶理グループは、「人」を最重要経営資本と位置づけ、従業員一人ひとりが働きがいを感じ、成長を実感することにより、会社の成長

と社会への貢献に繋がると考えます。従業員と会社の持続的成長のため、「人」への投資を推進します。

スローガン  

人を活かし、人と活きる。人を育て、人と育つ。人を繋ぎ、人に繋げる。

Ⅰ. 採用方針

1. 公平・公正な採用活動

2. 多様性と柔軟性

3. 対等な対話

Ⅱ. 育成方針

1. 当社の一員として常に責任ある行動をとる。心に社章を。

2. 自主独立の精神を持つ。

3. 日々の努力や工夫を重ね、結果にこだわるプロである。

4. 最善を期待し、最悪に備える。

5. 世界中どこでも相手の価値観や文化を尊重する。

6. 常に学び続け、社会の変化に適応する。

Ⅲ.  ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン方針
（DE&I）

1. 女性活躍

2. 多様なバックグラウンドを持つ人材

3. 多様な働き方

Ⅳ. 健康方針

   全文は、コーポレートサイトをご参照ください。 
https://www.chori.co.jp/sustainability/
social/human-capital/policy.html

キャリア開発研修  

若手社員向けに、今後のキャリアについて考えを深め、自らが目指す成長やスキルアップの指針に繋げる研修を実施し、2025年3月期

には36名が受講しました。

面倒見の良い蝶理の社風に私自身も新入社員時代に支えられましたが、Let’s研

修制度が整備され、社内のコミュニケーションがさらに活発化していると感じます。

　新入社員が最初に背中を追う存在であるインストラクターの指導は、新入社員

の成長に大きく関わると考えています。古田さんの育成にあたっては、「失敗を 

恐れず挑戦してもらうこと」「私より良好な関係性を取引先と築いてもらうこと」の

2つを意識しました。

　短・中・長期における会社が思い描く成長曲線と、本人が望む成長曲線を叶え

られるよう、今後もサポートしていきます。毎日の業務が充実し、年齢を重ねること

さえも楽しみと思ってもらえるような育成を目指します。
インストラクター　 

車輛資材部 第1課 課長 

迫田 健人

「経験を通じて学ぶことが大切」というスタイルで、車輛資材部に配属直後から多

くの挑戦の機会を与えていただきました。そのおかげで、自ら考えて行動する力が

身に付き、早期の自立に繋がったと思います。

　インストラクターだった迫田課長は、業務に対して非常に丁寧で、常に全体を見

渡しながら周囲への配慮を欠かさない方です。仕事に対する責任感やチーム全体

への意識の持ち方等、今後の私の成長にとって大いに参考になる姿勢を間近で 

学ばせていただいています。

　今後はチームの顔として信頼される存在を目指し、目の前の目標を着実に達成

しながら、チャンスを広げて成果に繋げていく、攻めと守りの両立ができるビジネス

パーソンとして成長していきたいと思います。

2024年4月入社 

車輛資材部 第1課 

古田 陽人

入社後の配属先は経営管理部でした。OJTの先輩が営業部に異動して活躍してい

る姿に憧れ、入社3年目にファインケミカル部へ異動しました。原料の課題を解決

することで最先端の医農薬や半導体研究の支援をしたり、海外の製造現場に赴い

てモノづくりに携わったりすることにやり甲斐を感じています。

　キャリア開発研修を経て、現在のキャリアへの納得感が増しました。入社時の

Will、Must、Canと現在の比較を、自己分析とグループの対話を通して行うことで

自己理解が深まりましたし、自分の強みもグループの方に気づかせてもらえました。

　また、変化の激しい現代において、キャリアは必ずしも計画通りに築かれるもの

ではなく、偶然の出来事や出会いをチャンスに変えていく中で形づくられていくと

いう言葉が、特に印象に残りました。これからも、オン・オフ問わず社内イベントの

企画を通じて横の繋がりを広げたり、資格取得に向けた勉強に取り組んだりする

ことで、キャリアの可能性を広げていきたいと思います。

ファインケミカル部 第3課 

愛甲 悦子

持続的成長に向けた経営基盤
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人材育成とダイバーシティの推進

 ダイバーシティ＆インクルージョン

基本的な考え方  

多様なキャリアや国籍、年齢、バックグラウンドを持つ人を積極的に採用しています。多様な人材の交流によりビジネス面だけでなく、

従業員の意識改革にも繋がっています。

　また、結婚、育児、病気、介護や看護等、従業員や家族のライフイベントに寄り添い、従業員が働き続けることができる制度を整備

しています。

育児と仕事の両立支援  

育児休業から復帰し、 育児短時間勤務制度を利用しながら仕事と家庭を両立する従業員も増えています。また、福利厚生制度として

出産や育児費用補助等の各種支援制度 （カフェテリアプラン等）も整えています。

多様な人材の登用  

ダイバーシティ＆インクルージョンを推進し、女性活躍の環境整備や障がい者雇用率の向上等を目指します。特に、新卒採用における

女性比率は、30%以上を目指します。

 採用力の強化
会社の持続的な成長を目指し、グローバルに活躍できる人材獲得（新卒採用、キャリア採用）に力を入れています。新卒採用において

は、オンラインイベントを定期的に開催し、幅広い地域からの応募を促進しています。また、キャリア採用も積極的に行い、新卒採用

と同程度の人数を採用しています。

　入社後、スムーズに業務を行えるよう、効果的なオンボーディングプロセスも行っています。例えば、メンター制度を導入し、新入

社員が比較的年次の近い社員から直接指導を受けられるようにしています。また、Let's研修制度を通じて、会社の文化や業務プロ

セスの理解を促進しています。キャリア採用者にも業務内容や社内規程等を早期に理解してもらえるようなプログラムを提供し、い

ち早く戦力として活躍できる環境を整えています。

 エンゲージメント向上
トップダウン・ボトムアップの双方向からの「よく伝え・よく伝わるコミュニケーション」を意識し、風通しがよく、心理的安全性の 

高い職場環境を整備し、従業員一人ひとりが各々の働き甲斐を感じられる企業風土への改善を重点施策として取り組みます。

　2024年3月期より、外部機関によるエンゲージメントサーベイを実施し、組織ごとのエンゲージメントの状態を可視化し、課題の

認識・改善活動を実施しています。加えて、賃金のベースアップ等や従業員持株会を通じた当社株式の付与等を実施し、モチベー

ションの向上にも取り組んでいます。

働きやすい職場づくり  

「人」を最も重要な経営資本と位置づけている蝶理にとって、従業員が健康でいきいきと働くことができる環境を整備することが重要

です。その実現に向けて、以下のような取組を実施しており、特にワークライフバランスの充実した職場環境を目指しています。

•  原則週1回のノー残業デーの徹底

•  毎日21時退館（退社）ルールの徹底

•  残業時間の上限設定の周知

•  RPAによる業務の自動化

•  会議運営の効率化を推進

•  年次有給休暇（5日間）取得

•  季節休暇の取得促進

•  育児・介護・通院の事由による半休取得上
限の撤廃

•  フレックスタイム制度の拡充（コアタイムなし）

•  リモートワーク勤務制度、WEB会議システム
の活用

•  上司との1on1ミーティングの定期的な実施

•  総合職の勤務地コース選択可 
（全国転勤型・地域限定型）

長時間労働の是正 年次有給休暇取得の促進 柔軟な働き方の促進

第3子の誕生に伴い、産後すぐから計3.5カ月の育児休業を取得し、主に上の子供

たちの世話を担当しました。家族全員で第3子の新生児期を見守りながら、かけが

えのない時間をともに過ごすことができたと感じています。妻からは「身体的な 

支えはもちろん、精神的にも大きな安心感があった」と言ってもらうことができ、 
育児休業を取得して本当に良かったと実感しています。共働きで育児とキャリアを

両立することの難しさを改めて認識し、家族の協力の重要性を強く実感しました。

ライフイベントを楽しみながら、自分の望むキャリアを選択できる環境づくりのた

めにも、より多くの男性社員が育児休業を取得できるような職場文化の醸成に 

貢献したいと思います。
経営管理部 企画課 

和久 勝則

入社から約4年は、現在のパフォーマンスウェア部の前身となる部署にて営業事

務・生産管理・営業を経験しました。現在のリスクマネジメント課へ異動になり、

取引先の与信管理業務を約12年、業務監査部にて本社営業部及び国内外関係会

社の内部統制監査業務を約3年経験し、2025年1月にリスクマネジメント課に復帰

するとともに、課長職に就きました。

　リスクマネジメント課では、新システムの導入や新データベースとの連携、包括

保全の検討を進めており、リスクと収益のバランスを最適化し、持続可能な成長の

実現をサポートできるよう、運用面・システム面の構築を図っています。

　蝶理ではまだ女性管理職が少なく、他社で管理職に就いている知人女性をロール

モデルとしています。抜群のコミュニケーション能力と判断力、オフは充実した 

プライベートを過ごしている姿に憧れ、ひそかに背中を追いかけているところです。

今後も日々の業務に真摯に取り組み、私自身が蝶理のロールモデルとなれるよう

努めてまいります。

経営管理部 

リスクマネジメント課 課長 

十川 亜希子

前職の物流会社では、新人の頃に倉庫での在庫オペレーションを担当し、その後

は主に非鉄金属や化学品を扱う顧客を担当する営業を行っていました。顧客が扱

う商品の物流オペレーションを担う中で、実際に顧客側の視点に立って物流企画

に携わりたいと思うようになり、転職を志しました。蝶理と出会い、「化学品物流

部」という物流を専門とする独立した部隊があることに魅力を感じ、入社すること

を決めました。

　現在は、食品添加物や医薬品原体、医薬品中間体を扱う営業部署の物流担当を

しています。蝶理では、若手でも自分の意見が言いやすく、何でも挑戦させてもら

える環境があります。業務のシステム化にはまだまだ伸びしろがあります。貿易知

識を持った集団になるよう、前職での経験を活かして貢献していきたいと考えてい

ます。

化学品物流部 第2課 

関根 章司

持続的成長に向けた経営基盤
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人材育成とダイバーシティの推進

 安全衛生管理
東京・大阪両本社では、毎月、安全衛生委員会のメンバーが社

内を巡回し、職場環境のチェックを行っています。同委員会は、

人事総務部、社内診療所看護師、労働組合の代表者等で構成さ

れており、フロア巡視担当者が湿度・室温・CO2濃度を定期的に

チェックする等、安全に働ける環境維持活動を行っています。

　なお、東京・大阪両本社、北陸支店、岡山出張所のオフィスは、

建築物衛生法を遵守して運用されており、1人当たり30m3／h

以上が常に換気されています。

 安全衛生委員会の構成

委員の構成 人数

議長 1名

会社

産業医 1名

診療所 1名

安全管理者 1名

衛生管理者 1名

組合 推薦者 4名以上

合計 9名以上

CHOI活（Chori Innovation活動）  

CHOI活は、蝶理が重視するテーマの共有とその実現を目的とした、当社独自の全社改善活動です。2013年の開始以来、時代の変化

や会社の状況に応じて、毎年異なるテーマを設定し、柔軟に進化を続けています。

　活動の根底にあるのは、「より良い自分、より良い組織、より良い蝶理」という理念です。社員一人ひとりが主体的に参加し、自らの

成長と組織の発展を目指す、全員参加型の取組として、継続的な変革と企業力の向上を図っています。

　毎年度の活動では、設定されたテーマに対して各部署が目標を定め、社員はその目標に沿って個人目標を設定し、日々の業務の中

で実践しています。

•  コンプライアンス＆コミュニケーション　•  健康　•  クリーン　•  デジタル2025年3月期 
活動テーマ

•  データ活用　•  健康　•  コンプライアンス＆コミュニケーション　•  環境2026年3月期 
活動テーマ

健康経営推進体制  

2018年4月より健康増進委員会を設置し、健康経営

を推進しています。同委員会は経営政策本部副本部長

（人事総務部、情報システム部）を委員長とし、社内診

療所の産業医・看護師・人事総務部や健康保険組合の

メンバーで構成されています。現状分析と課題を話し

合うため、 年1回作成する「蝶理健康白書」の報告を 

実施しています。社員やその家族の健康維持・増進を

通じ、蝶理健康宣言の実現を目指しています。

代表取締役社長 
健康宣言

健康増進委員会
健康白書（分析、目標設定、効果検証）

健康管理業務ミーティング
生活習慣病重症化予防　健診受診促進

CHOI活
（全員参加の全社運動）

健康推進分科会
健康セミナーやヨガ教室等 
イベントや社内啓発

社内診療所 労働組合健康保険組合

経営政策本部副本部長 
（人事総務部、情報システム部）

健康管理状況  

蝶理では健康保険組合と共同で独自基準を定め、生活習慣病の重症化が強く懸念される社員等の健康管理に

取り組んでいます。定期健康診断では、30歳の社員と35歳以上の社員は、自己負担なしで毎年1回人間ドック

を受けることができるほか、35歳以上の被扶養者には、健康保険組合から年1回の検診補助を行っています。

　40時間を超える時間外労働をした社員は、翌月に産業医面談を必ず実施する等、医療専門家によるケアを

行っています。また、メンタルヘルスケアについては、社員のメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的

に、ストレスチェックを実施しています。

2019年から 
7年連続で認定

健康宣言 2018年2月14日

1.  健康への意識

蝶理は社員及び家族の健康が重要な経営
課題であり、社員の活力が企業の活力である
と考え、社員の健康意識の向上に努めます。

2. 健康経営への行動

蝶理は社員及び家族の健康維持・増進の 

ための取組を積極的に支援、推進し、健康
経営の実現を目指します。

3.  社会と未来への責任

蝶理は健康な社員による健全な企業経営を
通じ、社会への貢献を目指し、持続可能な 

成長を実現します。

 健康経営の推進

安心して長く働ける環境づくりに取り組み、健康経営の実現に貢献します。

2024年3月期より、オンライン診療や

健康ポータルサイトの導入が本格化

し、社内診療所を通じた健康管理へ

のアクセス性は一層向上しました。加

えて、アプリを活用した血圧等の自己

管理ツールも利用可能となり、社員が

日常的に健康を意識しやすい環境が

着実に整いつつあると感じています。 

また、社員の健康リテラシー向上を目

的として、2025年3月期にはeラーニング形式による「がん対策」

をテーマとした健康セミナーを実施しました。その一環として、

毎年の健康診断に加え、50歳時を対象としたPET検査費用補

助制度も新たに導入され、がんの早期発見と対策に向けた支援

体制が一層強化されています。一方で、近年の日本においては、

メンタル不調による休職者の増加や精神障害に係る労災認定

件数の過去最多更新が続いており、社員の長期離脱は企業に

とって貴重な労働力の損失にとどまらず、業務の停滞や代替要

員の確保、復職支援に伴うコストの増加等、経済的損失にも直

結する深刻な課題となっています。蝶理においても、長時間労

働者及びストレスチェック結果に基づく産業医面談を実施する

とともに、必要に応じて外部専門医と連携した相談体制を整備

し、早期対応と再発予防に努めています。 こうした産業保健的

な対応に加え、メンタルヘルス対策には、柔軟な働き方の選択

肢の拡充や社員一人ひとりの状況に応じた対応、さらには管理

職・一般社員双方への教育機会の提供等、組織全体の文化的

変革が不可欠です。蝶理診療所では今後も、心身両面にわたる

予防的支援を通じて、全ての社員が安心して長く働ける環境づ

くりに取り組み、健康経営の実現に貢献してまいります。

大阪診療所管理医

藤島 裕也

 COMMENT

キャリア・チャレンジ制度  

社員が社内異動やキャリアチェンジをより柔軟に選択できる環境を整備し、人材の活性化を図ることを目的とした、全社員を対象と

する制度です。人事総務部は、異動希望者が提出した希望内容と、募集部署の業務内容・勤務地・求める人材像を照合し、適切なマッ

チングを行います。双方の合意が得られた場合、異動が成立します。

コンプライアンス・ハラスメントアンケート  

蝶理では、不正がない組織風土の醸成と、安心・安全な職場環境の整備を目的として、2019年より毎年「コンプライアンス・ハラス

メントアンケート」を実施しています。アンケートの集計結果は、経営政策本部副本部長（人事総務部、情報システム部）が全社にフィー

ドバックを行うことで、継続的な改善に繋げています。

労働組合との対話  

蝶理では、非管理職従業員全員が労働組合に所属しています。労働組合とは労働協約を締結し、年に2回の労使懇談会を通じて、労

働条件や職場環境整備に関する対話を継続的に行っています。

持続的成長に向けた経営基盤
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サプライチェーンマネジメントの強化

 蝶理グループCSR調達方針
蝶理グループは、「蝶理グループCSR調達方針」を定め、サプライヤーを

はじめとする取引先に対して、蝶理グループの考え方を伝え、定める項

目への理解と実践を期待し、持続可能なサプライチェーンの構築のため、

サプライチェーン全体でのCSR推進に努めます。

 CSR調達アンケートの実施
蝶理は、企業倫理・法令遵守、安全・防災・環境保全、製品安全・品質保証、人権・労働環境等を重視した調達活動推進の一環とし

て、サプライヤー各社でのCSRの推進状況を定期的に確認すべく、原則2年に1回、CSR調達アンケートを実施しています。2024年

3月期のアンケートでは、対象とした国内外の企業の90%から回答がありました。CSR調達基準に達しなかった仕入先は回答企業

のうち1.5%あり、営業部署と連携して、未達事項のより具体的な実態把握を進めるとともに、適宜必要な改善を求めていきます。

 サプライヤーの人権、労働、安全衛生への対応
蝶理グループ人権方針
蝶理グループは、グローバル企業として、世界中どこでも、異なる価値観や文化を持つ相手を認め、尊重します。また、事業を行う 

各国・地域の法令を遵守するとともに、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」「国際人権章典」及び国際労働機関（ILO）の「労働

の基本原則および権利に関する宣言」等の国際規範を支持・尊重し、全てのステークホルダーに対して、人権尊重の責任を果たすよ

う努めます。

1.  私たちは、社員一人ひとりの基本的人権を尊重し、国籍・人種・宗教・性別・年齢・障がい・その他の理由による不当な差別、 
あらゆるハラスメント等の人を傷つける行為を決して許しません。また、児童労働・強制労働・不当な低賃金労働を行いません。

2.  私たちは、CSR調達を実施することで、事業に関わるサプライチェーン全体を通じて人権尊重の推進に努めます。また、人権侵害
への加担をしません。

3.  私たちは、事業活動に伴う人権への負の影響の把握に努め、その回避または軽減を図るように努めます。

4.  私たちが人権に対する負の影響を引き起こした、あるいはこれに関与したことが明らかになった場合、ステークホルダーに対する
救済措置を含め、迅速かつ適切に対処します。

5.   私たちは、社員一人ひとりに人権問題への啓発・教育を進め、正しい理解が進むように取り組みます。

 海外安全管理
世界各地で災害やテロ等が発生した場合、蝶理グループ役職員の誰がどこにいるかを即座に把握して安否確認を行い、適時適切な

対応を行うことが重要です。蝶理では、国内勤務社員の海外出張、海外駐在員及びナショナルスタッフの域外出張を一元管理し、誰が・

いつ・どの国・地域に滞在しているかを把握する独自システム、OBTI（Overseas Business Trip Inquiry）を整備しています。

　海外駐在員とその家族、海外出張中の社員については、ケガや病気に関する事態に遭遇した際、日本語による医療のサポートサー

ビスを受けることができる海外医療サポートプログラムに加入しています。これにより、医療水準・医療制度等が日本国内と異なる

赴任先、出張先における医療不安を軽減しています。

 高品質・安全性に優れた商材や原料の調達力の維持
 安定したサプライチェーンの維持・強化（BCPの安定）
 グローバル需要に合わせた資源の有効利用と安定的な調達・供給
 サプライヤーの人権、労働、安全衛生への対応

 重点テーマ

   全文は、コーポレートサイトをご参照ください。 
https://www.chori.co.jp/sustainability/
social/supplychain/

 事業継続計画（BCP）
蝶理のBCPは役職員の安全確保を第一に据え、激甚災害発生後

の速やかな事業復旧を目的に構築しています。全役職員とその家族

の安否を短時間で把握する「安否確認システム」を整備し、定期的

にテストを実施しているほか、蝶理BCP訓練を年に1回実施し、 
有事に備えています。

　蝶理BCPマニュアルの中で、営業系部署では速やかに事業を 

復旧させるため、管理系部署ではシステム・財務等の基本的な事業

機能維持のため中核事業マニュアルを定めています。また、大規模

災害発生や感染症の大流行（パンデミック）を想定して、危機対策

本部の設置や、運営方法等をあらかじめ整備しています。

危機対策本部

一次情報取得者

人事総務部長

経営政策本部 
副本部長

（人事総務部、情報システム部）

社長

対策基本メンバー
人事総務部　スタッフ

各本部

関係会社

経営管理部長

海外店主管者

連絡・ 
情報共有

報告 連携

招集発生

 安全保障貿易管理 
国際的な平和及び安全の維持を目的とし、「輸出関連法規の遵守に関する社内規程」「輸出入適正申告管理規程」を制定しています。先進国

が保有する高度な貨物や技術が、大量破壊兵器や通常兵器の開発等を行う国へ渡ることを防ぐために、輸出管理を徹底しています。

 輸出管理フローと教育 
リスト規制、キャッチオール規制について営業部署からの申請に基づ

き、経営管理部で最終承認をしています。2020年10月からは、輸出

品目・取引情報の一元管理を目的にシステム化を実施し、確実な安

全保障貿易管理の実現及びコンプライアンスを強化しています。また、

システム化により、作業の効率化、ペーパーレス化を図っています。

　加えて、安全保障輸出管理実務能力認定資格（STC Associate）

の取得を推進しており、部課別での社内講習会、新入社員研修、 
赴任前研修等でも講習会を継続実施しています。2025年3月期に

は、30名が認定試験に合格しました。

 製品安全への取組 
蝶理では、製品安全業務管理規程に則り、製品を初めて社外で使用・販売する時や、製品を上市しようとする場合等に、製品安全性審査会

を開催しています。

製品安全管理責任者
繊維業務管理室長
化学品業務管理室長

製品安全性審査会
審査委員長：経営政策本部副本部長 
（人事総務部、情報システム部）
審査委員：審査委員長が指名
開催：都度

事務局（人事総務部）

• 製品安全性審査会の事務局
• PL保険付保
• 関係書類の保管・管理
• 東レ関連事業本部との連携（報告、相談等）
• 事故発生時の一時対応窓口
• 関係・監督省庁、NITE等への報告・相談

• 製品安全管理要領の作成
• 製品安全管理
• 事故の対応・解決
• 関係書類の保管・管理
• 子会社及び関係会社への助言・協力

•  「製品」の安全性に関する重要事項の審議 
 （規制・システムの見直し、審査会結果のフォロー等）

• 製品の安全性の審査

• 問題事例の収集・解析
• 関連法令及び情報の収集

報告 指導、情報提供

代表取締役社長

各部署

製品安全管理要領の届出
事故発生報告・顛末書提出

製品安全管理要領の承認

法令遵守委員会
委員長：代表取締役社長
経営政策本部長
経営政策本部副本部長
人事総務部長
経営管理部長
関連事業室長
情報システム部長

業務監査部長
繊維物流部長
化学品物流部長
繊維業務管理室長
化学品業務管理室長
オブザーバー： 
監査等委員

製品安全審査申請
社名等の使用届 指示開催指示検討結果の答申

輸出管理最高責任者　代表取締役社長

規制取引管理責任者　経営政策本部長

繊維物流部／化学品物流部
【取引審査】

営業部
【取引審査の申請】

輸出管理担当者  経営管理部
【取引審査／相談窓口】

輸出管理責任者  経営管理部長
【取引審査の承認】
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企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

蝶理は、取締役会の監督機能と経営の透明性を強化することを 

目的として、構成員の過半数を社外取締役とする監査等委員会を

設置しています。

　取締役（監査等委員である取締役を含む）は、各々取締役会の構

成員としてその意思決定・職務執行の監督状況等について自由で

独立した立場で職務を遂行しており、取締役会にて十分かつ活発

な討議・審議を行う体制を構築しています。さらに、監査等委員で

ある社外取締役3名により、社外の視点で業務執行状況の適法

性・妥当性について客観的・合理的な監査を行っており、経営 

監督機能を十分に果たしていると考えています。また、成果主義を

徹底するため取締役（監査等委員である取締役を除く）及び執行

役員の任期を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営

体制の構築を図っています。

蝶理は、「私たちは地球人の一員として、公正・誠実に誇りを持って行動し、顧客満足度の高いサービスを提供し続け、より良い社会

の実現に貢献します。」の企業理念のもと、健全な経営と持続的成長を目指し、業務の適正性を確保するための体制整備に取り組ん

でいます。法令や社会規範を守り、業務を有効かつ効率的に行い、財務報告の信頼性を確保しながら、取締役会を戦略決定機関 

及び業務監督機関と位置づけ、コーポレート・ガバナンスの維持・強化に努めています。

監査等委員会

業務監査部

執行役員

業務執行組織（営業事業部・管理各部）・グループ各社

ガバナンス委員会

株主総会

代表取締役社長

選任・解任
監査・監督

監督

報告

監視

直轄

連携報告

報告

連携

連携

選任・解任

会計監査

内部監査

選任・解任

取締役会

執行役員会

 コーポレート・ガバナンス体制図 （2025年6月20日現在）  

機関設計 監査等委員会設置会社

取締役の人数 
（監査等委員である取締役を除く） 5名（うち、社外取締役1名）

　定款上の取締役の任期 1年

監査等委員である取締役 4名（うち、社外取締役3名）

　 定款上の監査等委員である 
取締役の任期 2年

独立役員の人数 4名

執行役員制度 有

業績連動型報酬制度 有

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ

業務執行

重要な業務執行の
状況等の報告

法令遵守委員会

諮問

答申・報告

監査等委員である取締役監査等委員でない取締役

各種専門委員会

報告

サステナビリティ推進委員会
直轄

モニタリング

 取締役会、執行役員会及び主要な会議体の構成と概要

名称 概要 2025年3月期 
開催回数

全取締役 
出席率※

社外取締役 
出席率※

取締役会
取締役会を戦略決定機関及び業務監督機関と位置づけ、取締役全員をもって構成
します。1カ月に1回以上開催することを原則とし、蝶理の経営上の重要事項を決
定するとともに、取締役の業務執行を監督しています。

16回 99.2% 100%

執行役員会
業務執行における審議及び業務執行上の重要情報・意見の交換を行う機関として
設置し、執行役員及び取締役会で承認された者で構成しています。 26回 100% ̶

監査等委員会

監査等委員である取締役は、取締役会等の重要な会議に出席するほか、営業部門
及び管理系部署の責任者との面談等を通して、重要事項に関する経営の意思決定
（その過程を含む）と、各取締役（監査等委員である取締役を除く）・執行役員の職務
遂行の適正性を監査・監督しています。監査等委員会は、毎月1回定期的に開催さ
れ、経営の状況、監査結果等につき社外取締役と情報共有の上、意見交換を行っ
ています。

15回 100% 100%

ガバナンス委員会

取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化
するとともに、少数株主の利益を保護することを目的とし、コーポレート・ガバナンス
体制の強化を図っています。構成員は、代表取締役社長迫田竜之、社外取締役澤
野正明、社外取締役鈴木博正の3名で、社外取締役の澤野正明を委員長としてい
ます。

5回 100% 100%

法令遵守委員会
代表取締役社長を委員長とし、取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員
等で構成しています。コンプライアンス上の重要な問題を審議し、必要に応じ、その
結果を取締役会及び執行役員会に報告しています。

6回 94.4% 88.9%

サステナビリティ 

推進委員会

代表取締役社長を委員長とし、取締役、執行役員で構成しています。持続的な企業
価値向上に向けて、サステナビリティに関連する施策の進捗確認及びモニタリング
等を実施し、必要に応じ、その結果を取締役会及び執行役員会に報告しています。

5回 82.8% 73.3%

事業投資委員会
代表取締役社長を委員長とし、営業本部長ほかで構成しています。重要な投資・
融資等における事業性、リスク・リターンの評価、計画の妥当性を審議・検討して
います。

3回 100% ̶

M&A推進委員会
経営政策本部長を委員長とし、営業本部長ほかで構成しています。連結グローバル
事業軸運営の推進に向けて、中・長期的なグループ経営計画やM&A等、グループ
会社のポートフォリオについて、審議・検討を行っています。

3回 100% ̶

※ 各会議体の構成員で算出

 取締役会での議論
蝶理では、取締役会資料の整理・充実や社外取締役に対する付議議案の事前説明等により取締役会での議論活性化に努めています。

 主な議論内容

サステナビリティに関する 

取組について

2024年4月の取締役会においてマテリアリティ（重点課題）の特定、サステナビリティ関連方針の制定（含む、 
開示）について決議を行いました。社外取締役より、サステナビリティ推進委員会の運営やワーキングチームの
構成・活動について意見が示されました。

IR活動について

2024年9月、2025年3月の取締役会において、機関投資家等との対話状況及びIR関連の取組について報告を
行いました。社外取締役より、報告内容の改善や機関投資家等への情報発信、企業価値向上に向けた取組の 
強化について意見が示されました。

配当について
2025年3月の取締役会において、2025年3月期の予算について報告を行いました。社外取締役より、自己資本
の有効活用に向けた配当水準の設定について意見が示されました。

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

会計監査人（監査法人）

 持続可能な成長を実現するガバナンス体制の維持・強化
 コンプライアンスを遵守する社員の意識のさらなる醸成

 重点テーマ

報告

持続的成長に向けた経営基盤
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 各機関の構成員 （2025年6月20日現在） 
：議長または委員長　 ：構成員　 ：構成員でない出席者

氏名 役職名
各機関と構成員

取締役会 執行役員会
監査等 
委員会

ガバナンス 
委員会

法令遵守 
委員会

サステナビリティ
推進委員会

事業投資 
委員会

M&A推進 
委員会

迫田 竜之 代表取締役社長 
社長執行役員

吉田 裕志 取締役 
常務執行役員

垰 和博 取締役 
執行役員

猪原 伸之 取締役

関根 千津 社外取締役

藪 茂正 取締役 
監査等委員

澤野 正明 社外取締役 
監査等委員

鈴木 博正 社外取締役 
監査等委員

野田 弘子 社外取締役 
監査等委員

 社外取締役の選任理由
各社外取締役は、それぞれ以下の経験を有しており、取締役会をはじめ重要な会議において積極的な意見交換や助言を行う等、 
外部の視点から経営を監督しています。

氏名 選任理由

関根 千津
長年、電子化学の分野で研究開発に従事し、化学技術情報を提供する企業のトップとして経営に関する豊富な経験を有して
おり、蝶理の経営に対して的確な助言をいただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。なお、同氏と蝶理との間に
は、特別の利害関係はなく、一般株主との利益相反が生ずるおそれがないものと判断しています。

澤野 正明
弁護士として企業法務に精通し、企業経営を統括する十分な見識を有しており、蝶理の経営に対して的確な助言をいただける
ものと判断し、社外取締役に選任しています。なお、同氏と蝶理との間には、特別の利害関係はなく、一般株主との利益相反が
生ずるおそれがないものと判断しています。

鈴木 博正
企業の経営に長年携わり、企業の設立を主導する等企業のトップとしてグループ経営に関する豊富な経験を有しており、蝶理
の経営に対して的確な助言をいただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。なお、同氏と蝶理との間には、特別の
利害関係はなく、一般株主との利益相反が生ずるおそれがないものと判断しています。

野田 弘子
公認会計士としての知識・経験・能力を有し、社外取締役及び経営コンサルタントとしての豊富な経験に基づいた、経営に
関する十分な知見を有しており、蝶理の経営に対して的確な助言をいただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。
なお、同氏と蝶理との間には、特別の利害関係はなく、一般株主との利益相反が生ずるおそれがないものと判断しています。

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

 グローバル

海外勤務経験及び海外企業でのマネジ

メント経験があり、グローバルな企業経

営に関して、相当程度の知見を有してい

ること。

 各スキルの定義

 企業経営

企業経営者としての経験があり、グループ

全体の組織運営と経営戦略に関して、

相当程度の知見を有していること。

 財務・会計

公認会計士、税理士または企業での 

経理・財務部門等において財務・会計に

携わった経験があり、相当程度の知見を

有していること。

 営業・マーケティング

営業部門において業務経験があり、事業

領域が多岐にわたる業務の営業・マーケ

ティングに関して、相当程度の知見を有

していること。

 サステナビリティ・ESG

持続可能な成長を目指した企業経営の

経験があり、サステナビリティ・ESGに 

関して、相当程度の知見を有していること。

 リスクマネジメント

リスクマネジメント、企業法務及びコンプ

ライアンスに関する業務経験があり、企業

経営を監督するための相当程度の知見を

有していること。

 取締役会の多様性
取締役会は、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うため、多様な視点、経験、スキルを持ったメンバーにより構成されています。

取締役会の客観性・妥当性を担保するために、取締役会の3分の1以上を独立社外取締役で構成しており、コーポレート・ガバナンス

の強化に努めています。

 取締役

氏名
性別
：男性 
：女性

在任 
年数※1

専門性と経験

企業経営 グローバル 財務・会計 リスクマネジメント 営業・マーケティング サステナビリティ・ESG

迫田 竜之 3年

吉田 裕志 1年

垰 和博 7年

猪原 伸之 1年

関根 千津 新任

 取締役 監査等委員

氏名
性別
：男性 
：女性

在任 
年数※1

専門性と経験

企業経営 グローバル 財務・会計 リスクマネジメント 営業・マーケティング サステナビリティ・ESG

藪 茂正※2 3年

澤野 正明 7年

鈴木 博正※3 3年

野田 弘子※4 1年

※1 在任年数は、2025年6月20日現在の満年数を記載しています。
※2 藪 茂正は、監査等委員である取締役への就任前、当社取締役として7年間の在任実績があります。
※3 鈴木 博正は、監査等委員である取締役への就任前、当社取締役として1年間の在任実績があります。
※4 野田 弘子は、監査等委員である取締役への就任前、当社取締役として2年間の在任実績があります。
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 役員報酬

 基本方針
取締役（監査等委員である取締役を除く、以下同じ。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能す

るよう、株主利益とも連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては役位、業績等を踏まえた適正な水準とすること

を基本方針としています。具体的には、取締役の報酬等の構成は、月次の基本報酬と年次の賞与に加え、「株式給付信託（BBT-RS

（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」による業績連動型株式報酬の3種類としています。

 役員報酬制度の概要

基本報酬 賞与 業績連動型株式報酬

位置づけ 固定報酬 短期インセンティブ報酬
当該事業年度の業績に連動

中長期インセンティブ報酬
中期経営計画の達成度に連動

支給対象
  取締役（監査等委員を除く）
  取締役（監査等委員）
  社外取締役

  取締役（監査等委員を除く）
ー
ー

  取締役（監査等委員を除く）
ー
ー

付与方式 金銭 金銭 株式及び金銭

評価指標
（変動報酬） ー   税金等調整前当期純利益の実績

  中期経営計画の実行状況等
  税金等調整前当期純利益の実績（3カ年累計）
  中期経営計画の実行状況等

報酬限度額

取締役（監査等委員を除く）： 
年額3億円以内（ただし、使用人兼務
取締役の使用人分給与は含まない）

取締役（監査等委員）： 
年額1億円以内

（2016年6月15日開催の 
第69回定時株主総会決議）

取締役（監査等委員を除く）： 
年額3億円以内（ただし、使用人兼務
取締役の使用人分給与は含まない）

（2016年6月15日開催の 
第69回定時株主総会決議）

取締役（監査等委員を除く）：
＜ポイント数の上限＞
各対象期間につき取締役等に付与することができる 
ポイント数（各対象期間終了後に調整した後のポイント
数）の上限は、当該対象期間に係る事業年度の数に
80,000ポイント（うち取締役分40,000ポイント）を乗じ
た数のポイントを上限としています。

（2023年6月16日開催の第76回定時株主総会決議）

付与・算定方法

役位に基づく月例の固定報酬   毎年一定の時期に支給
  各事業年度の税金等調整前当期
純利益並びに中期経営計画の実
行状況等を勘案し算出

役位に基づき、1事業年度ごとに役員株式給付
規程に定める役位ポイントを仮付与し、原則と
して中期経営計画の終了後に、累計税金等調
整前当期純利益の達成度に応じて業績連動係
数を乗じることにより、業績連動ポイントとして
ポイント数を確定します。確定したポイントに
応じて、原則として1ポイント当たり1株に相当
する当社株式を給付します。

 2025年3月期の役員報酬

区分 報酬等の総額 
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の 
員数（人）固定報酬 

（金銭報酬）
賞与※3

（金銭報酬）
株式給付信託※3・4

（非金銭報酬等）

取締役（監査等委員を除く）※1・2 
（うち社外取締役）

205 
（1）

88 
（1）

87 
（̶）

29 
（̶）

5 
（1）

取締役（監査等委員） 
（うち社外取締役）

44 
（25）

44 
（25）

̶ 
（̶）

̶ 
（̶）

4 
（3）

合計 
（うち社外取締役）

250 
（27）

133 
（27）

87 
（̶）

29 
（̶）

9 
（4）

※1 使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。
※2 上記の対象となる役員の員数には、無報酬の取締役（監査等委員である取締役を除く）2名は含まれていません。
※3  上記のうち、賞与は2025年3月期の税金等調整前当期純利益163億円に対応する支給額、株式給付信託は中期経営計画の累計税金等調整前当期純利益の目標額に対
応する支給額を記載しています。

※4  上記のうち、株式給付信託の額は、当事業年度の費用計上額を記載しています。

45%　 10%（中長期）45%（単年度）

※ 目標を100%達成した 
場合の割合

固定報酬 変動報酬

 取締役会の実効性評価
蝶理では、取締役会の実効性を高める取組に繋げることを目的に、毎年取締役会の実効性評価を実施しています。実効性評価の手続き

は、取締役全員を対象として、取締役会の構成・運営・議論・支援体制等に関するアンケートを実施し、個々の意見を収集しています。

　アンケート結果をもとに、ガバナンス委員会及び取締役会において、取締役会全体の実効性についての評価・分析を行っています。

この結果、取締役会は社外取締役も含め適切に構成され、自由闊達な発言を通じて建設的な議論・意見交換等が実施され、全般的

に適切に運営されており、実効性の確保が継続されていることが確認されました。

対象者 2025年3月期の全取締役8名（監査等委員である取締役を含む）　無記名式アンケート

評価・分析方法 集計・分析作業者を限定し、秘匿性を確保した上でガバナンス委員会及び取締役会において議論・評価・分析を実施

質問内容

以下10の大項目に関する事項
• 取締役会の構成　　• 取締役会の運営 • 取締役会の議論 • 取締役会のモニタリング機能　
• 取締役（監査等委員含む）に対する支援体制 • トレーニング • 株主（投資家）との対話 
• ガバナンス委員会の運営 • 自身の取組 • 総合評価

 評価結果

2025年3月期に 
おける取組・前期 
からの改善点

子会社を含めた内部統制システムの構築・運用状況の監督・
監視を十分に行っている点に改善が見られたことを確認

定量目標にとどまらない中期経営計画の進捗状況のフォローアップ 
及びそれを踏まえた議論・審議の拡充を実施

継続課題

• 中期経営計画の進捗状況のフォローアップについて、協議の回数を増やすことや本質を掘り下げた検討が必要
• 経営戦略・経営計画の決定にあたり収益力・資本効率等を意識した十分な議論をすべき
•  後継者計画や取締役報酬の決定にあたっては、ガバナンス委員会での審議を踏まえた上で、取締役会での議論・報告の 
あり方を検討すべき

さらなる議論を進め、継続的に取締役会の実効性の向上へ

 親会社からの独立性の確保について
親会社との関係
•  親会社：東レ（株）（普通株式12,967千株（議決権比率52.41%）を保有※1）
•  蝶理の情報収集力や販売力と親会社の素材開発力の連携強化で相乗効果を生み出し、企業価値向上を目指す
•  市場動向や事業環境の把握、信用力の向上等のグループメリットを享受
•  1名の業務を執行しない取締役を除き親会社とその企業グループの役職員の兼務者はおらず、出向者の受け入れもなし
•  蝶理独自の経営計画を策定し、独自に事業を展開

親会社との間の取引に関する事項
•  親会社とは、繊維・化学品等の売買あり（売上高12億57百万円、仕入高61億28百万円※2）
•  取引条件の決定は、一般の取引価格と同様に公正な市場価格を参考に適正な手続きにより実施
•  親会社とその企業グループとの取引は、独立社外取締役が委員長を務めるガバナンス委員会にて取引状況を定期的に審議し、適正性
を確保

•  東レグループ・キャッシュマネジメントシステムを資金決済手段の一つとして活用、金利は市場金利を勘案した合理的な利率（取引
金額は最高で資金の借入が15億円、預入が75億円※2）

•  支配株主と少数株主との利益が相反する重要な取引・行為を審議する必要が生じた場合、独立社外取締役や外部専門家のみで
構成される特別委員会を設置し対応

親会社との重要な財務及び事業の方針に関する契約とその内容の概要

これらのことから、事業運営上親会社からの独立性は十分に確保されていると判断しています。
※1 2025年3月31日現在　※2 2025年3月期（単体ベース）

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

1   蝶理の上場維持の妥当性の検証
2   蝶理と東レ（株）との間の適正な取引の遂行
3   蝶理の一般株主の利益に配慮したガバナンスの実効性の確保
4    東レグループとしてのリスク管理の適切な遂行（ガバナンス及び内部統制に関連する一定の事項についての事前協議事項を含む）

持続的成長に向けた経営基盤
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 CEO後継者計画
蝶理は、中長期的な企業価値の向上を図るため、CEOの後継者計画の策定・実施を経営の重要課題の一つと位置づけ、「CEO後継

者計画ガイドライン」を策定し、育成に取り組んでいます。

 CEO後継者計画の基本方針

1   CEOの選任を会社の最重要の戦略的意思決定と捉え、企業理念及び経営戦略実現に向け、グループの変革、成長を牽引し、企業価値を 
向上し続けるに最適な資質を有するCEO後継者の育成計画の策定・実施を経営戦略上の重要なテーマと位置づける。

2   CEOに求められる資質について、取締役会及び社外取締役が過半を占めるガバナンス委員会で審議・共有する。事業環境や社会の変化に
応じ、要件を適宜、見直す。

3   求められる資質に基づくCEO後継候補者の選定は、社内だけでなく社外からの登用も視野に入れ、いずれの場合にも、ガバナンス委員会に
おいて審議し、親会社との連携も行った上で、選定プロセスに透明性・客観性を確保する。

4   選定されたCEO後継候補者には、現CEO主導によりCEOに必要な資質・専門性・経験等に関し、計画的に習得・成長の機会を付与し、 
ガバナンス委員会にて、その習得・成長の状況を定期的に確認し、監督する。

5   現CEOの非常時におけるCEO代行及び、CEO復職困難時のCEO交替に際し、ガバナンス委員会は適時に取締役会に答申する。

ガバナンス委員会

CEO後継候補者の資質・専門性・経験等を 
評価・分析、候補者個別の育成計画を作成

CEO主体で育成計画を実行（原則5年を目安）

ガバナンス委員会において育成状況の進捗度合を 
定期的に確認・評価・監督し必要に応じ、育成計画内容を変更

定期的に繰り返し

 情報セキュリティ
蝶理グループは、グループ全体のセキュリティ環境向上や、法令遵守や顧客・取引先からの信頼維持にも繋がる重要な仕組みとして情報

セキュリティガバナンスが重要度を増していることから「蝶理グループ情報セキュリティ基本方針」を2025年3月に制定しています。

 蝶理グループ情報セキュリティ基本方針

蝶理グループは、事業活動に関する情報システムおよび取り扱う顧客情報、営業情報などの情報を、当社の経営上、極めて重要な情

報資産と認識し、その保護を実現する情報セキュリティレベルの確保・維持を目的として、情報セキュリティ基本方針を定めます。

 CEO後継候補者の選定
CEO後継候補者は、ガバナンス委員会にて審議

し、取締役・執行役員等から選定します。必要に

応じ、社外からの登用についても審議を行います。

選定過程において、ガバナンス委員会委員は、 
企業理念・経営方針・具体的な経営戦略等を踏ま

え、CEO後継候補者となる可能性のある取締役・

執行役員等と十分に対話し、ガイドラインにて 

定めているCEOに求められる資質（覚悟・インテ

グリティ・構想力・判断力・コミュニケーション 

能力）に基づき、客観性と透明性をもって審議する

こととしています。

 CEO後継候補者育成のプロセス

2024年6月の迫田竜之のCEO就任については、2020年6月にミヤコ化学（株）の代表
取締役社長、2022年6月に経営政策本部長に就任する等上記のプロセスに基づいた
ものとなります。

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

1   法令の遵守  
蝶理グループは、情報セキュリティに関する法令、その他社会的規範および社内規程等を遵守します。

2   情報資産に対するセキュリティ管理の体制  
蝶理グループは、情報資産に対するセキュリティ管理の体制を構築します。

3   情報セキュリティ事件・事故に関する予防と対応  
蝶理グループは、情報セキュリティに関する事件・事故等が発生しないよう、情報セキュリティの確保・維持に万全の対策を講じます。しか
しながら、情報セキュリティに関する事件・事故等が発生した場合は、その原因究明を可及的速やかに行い、被害の拡大を最小限に抑え、
原因を分析し、再発防止に努めます。

4   社員への教育・研修の実施  
蝶理グループは、全ての役職員に対し、eラーニングや階層別研修などを通じ、情報資産管理および情報セキュリティの確保に必要な教育・
研修を継続的に実施します。

5   情報セキュリティ活動等の継続的改善  
蝶理グループは、情報セキュリティ活動内容を定期的に見直し、必要により本基本方針、関連諸規程ならびにセキュリティ管理体制等の改
善に努めます。

 サイバーセキュリティ体制
蝶理では、近年不正アクセスやサイバー攻撃等のリスクが高まっていることを受け、サイバーセキュリティに関する様々な対策を実施

しています。

 サイバーセキュリティに関する対策

•  リスクマネジメント総責任者を社長とし、リスクマネジメント推進責任者とリスクマネジメント担当組織を置くリスクマネジメント管理体制を導入

•  平時においては、情報システム統括責任者を委員長とした情報セキュリティ委員会、またサイバーテロ等危機発生時はリスクマネジメント推進
責任者を危機対策本部長とする管理体制を整備

•  サイバーセキュリティに関する蝶理グループの状況を取締役会に定期報告

•  業務監査部が内部監査にサイバーセキュリティに関する項目を追加し評価を実施

•  親会社である東レ（株）による定期監査に対応

•  親会社である東レ（株）による半年に一度の蝶理外部公開サーバに対するアタックテストに対応

 政策保有株式
蝶理グループは事業の維持、拡大、持続的発展のために上場会社の株式を取得、保有する場合があります。その際は、取得する主管

部署を定め、投資先の経営状況や投資採算を検討し取締役会等にて取得を決定しています。

　毎年、個別に取得・保有意義、投資採算、取引規模、関連する収益等の観点から経済的合理性を検証し、取引関係の変化等で 

保有意義が薄れた株式については、取締役会等の決議を経て縮減を行っています。

　政策保有株式に係る議決権行使基準については、投資先企業の経営方針を尊重しながら、蝶理グループ及び投資先企業の中長期

的な企業価値の向上に繋がるかどうかの視点に立ち、必要な検討を経て判断した上で、適切に議決権を行使します。

直近セキュリティ上の問題発生なし

 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

2023/3期 2024/3期 2025/3期
保有株式（銘柄数） 27 23 22

金額（億円） 42 55 28

※  蝶理グループのうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい蝶理（株）について記載

持続的成長に向けた経営基盤
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 リスクマネジメント
蝶理グループの企業活動に潜在するリスクを特定し、リスクの低減及び未然防止に努めるとともに、リスクが発生した場合の対策・

是正体制を整備しています。

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

 リスクマネジメント体制、活動

2024年4月に設置したサステナビリティ推進委員会の下部組織として、全社よりメンバーを選出したリスクマネジメントチームを 

設置し、リスクの洗い出しと対応策の策定を行いました。

1   リスクの検出・評価  
リスクの網羅性を確保した上で、リスクを約30のカテゴリーに分類し、リスクの具体的内容とリスク評価についてアンケート調査を実施。
アンケート調査で得られた情報を集約・分析。

2   現状認識、対応策の洗い出し  
アンケートをもとに、リスクの見える化（マッピング）を実施。それぞれのリスクについて、現行の対応状況、必要な対応策について検討。

3   審議・決定  
当社グループのリスクの見える化（リスクマップ）、リスクマネジメントプロセス（PDCAサイクル）をサステナビリティ推進委員会で協議・ 
確認し、取締役会に報告・決議。

2026年3月期以降については、以下の体制及びプロセスのもと、リスクの低減に向けて活動します。

 重要リスク

リスク項目 リスクの概要 発生 
可能性 深刻度

 1. 中国地域・市場への集中に関するリスク
新規参入の脅威、売り手／買い手の交渉力、代替品の脅威、同業者間の競争
環境の変化

高

中

 2. 為替レート及び金利の変動に関するリスク 為替／金利の想定外の変動

 3. 原材料価格変動に関するリスク 商品市況の変動、サプライチェーンの多様化

 4. 在庫に関するリスク 販売価格の下落等に伴う在庫回転期間の長期化

 5. 保有有価証券の減損に関するリスク 株式市場における保有有価証券の株価下落

 6. 人材確保に関するリスク 自社戦略・事業計画を遂行する上で必要となる人材の不足

中

 7. ITリスク（情報セキュリティ）
サイバー攻撃等に起因する情報・データセキュリティの侵害、事業活動における
情報・データセキュリティ事故の発生等

 8. 事業投資に関するリスク
過分なリスクテイク、事業経営・商取引に起因する事象（債務不履行、クレーム、
争訟等）の発生

 9. カントリーリスク（債権回収） 特定国の財政状況の悪化等による、銀行等の外貨送金・兌換停止

10. 事業環境の変化（法制・税制）に関するリスク 特定国の政策転換や政権交代による、当社事業における権利侵害の発生

11. 差別・ハラスメントに関するリスク 差別・ハラスメントの発生

12. 労働安全衛生に関するリスク 長時間労働・強制労働等の発生、労働災害（身体、メンタル不調）の発生

 事業投資プロセス

蝶理グループでは、投融資に関して、既存事業との関連性やシナジーの発現の有無、投資採算、EXITのための諸条件、投融資事業の

進捗等につき、十分な評価・検討を行った上で新規投資を行い、定期的に継続するか否かの判断を行っています。重要な投融資に

関しては、代表取締役社長を委員長とし、営業本部長ほかで構成する事業投資委員会において審議・検討しています。

   重要リスクに対する具体的な対策については有価証券報告書にて開示しています。 
https://www.chori.co.jp/ir/library/report/

改善施策 
立案

進捗状況 
レビュー

リスク低減 
活動対応策決定対応策立案優先対応 

リスク再評価
リスク 
再評価

低減対応の要否判断検出・評価

潜在リスク度 
評価

リスク 
アンケート実施

PLAＮ DO CHECK ACTION

1 2 9876543

 内部監査
内部監査については、代表取締役社長直轄の業務監査部（2025年6月20日時点で構成員は7名）を設置しています。業務監査部では、

会社の業務活動の適正性及び効率性を、公正かつ独立の立場で監査しています。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る 

内部統制についての整備状況及び運用状況の評価を行っています。

　監査等委員会は、業務監査部が実施する監査について定期的に報告を受け、各部門及び子会社の業務執行状況を確認しています。

監査等委員会は、監査結果を業務監査部に通知し、意見交換を行います。また、必要に応じて業務監査部に情報の提供や調査の 

依頼等緊密な連携により効率的な監査を行っています。

内部統制システムの詳細は、 
「コーポレート・ガバナンス報告書」を 
ご参照ください。

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04137/5a51e976/
2258/4c7c/8e95/9313a1175d63/20250620161036926s.pdf

 内部統制
蝶理グループは、健全な経営と持続的成長を目指し、業務の適正性を確

保するための体制の整備における基本方針として「内部統制システムに

関する基本方針」を2006年5月に制定しています。以降、蝶理グループ

の業容や取り巻く環境の変化に対応して見直し、改善を図っています。

 リスクマネジメントプロセス

 リスクマネジメント体制

取締役会・執行役員会

サステナビリティ推進委員会
• リスク検出・評価
• 優先対応リスクの特定
• 対応策・活動計画決定
• リスク低減活動状況レビュー

担当部署※

• 対応策立案・活動計画策定
• リスク低減活動推進

監督

報告 
（年1回）

レビュー

報告 
（年1回）

※ グループ展開は2027年3月期以降

 リスク項目
約30にカテゴライズしたリスクについて、アンケート結果に基づき評価・再分類を行い、23のリスク項目を発生可能性と深刻度を

キーファクターとしてリスクマップに配置し、発生可能性・深刻度が高いと判断された項目（赤枠の12項目）を重要リスクとしました。

14. コンプライアンスに関するリスク 
（法規制・コンプライアンス違反）

15.  気候変動に関するリスク（物理的リスク）
16. カントリーリスク（事業基盤の棄損）
17. カントリーリスク（人的安全）
18. 自然災害に関するリスク
19. ITリスク（システムダウン）
20. メディア関連リスク
21. 新興感染症等に関するリスク

 6. 人材確保に関するリスク
 7. ITリスク（情報セキュリティ）　
 8. 事業投資に関するリスク
 9. カントリーリスク（債権回収）
10.  事業環境の変化（法制・税制）に関するリスク
11. 差別・ハラスメントに関するリスク
12. 労働安全衛生に関するリスク

 1.  中国地域・市場への集中に関するリスク
 2.  為替レート及び金利の変動に関するリスク
 3. 原材料価格変動に関するリスク
 4. 在庫に関するリスク
 5. 保有有価証券の減損に関するリスク

22. 人権問題に関するリスク
23. 環境汚染に関するリスク

13. 気候変動に関するリスク（移行リスク）

発生可能性

深
刻
度

低 高

小

大

重要リスク
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私は長年、化学系の技術者として総合化学メーカーで、研究開

発・事業開発に従事してきました。その過程で、優れた技術や

製品が必ずしも社会に受け入れられるわけではないという現実

を痛感すると同時に、真に求められる技術を生み出す難しさを

実感しました。また、海外グループ会社との共同開発や、欧米

研究機関との連携、海外企業や研究機関との知財交渉、国際

標準化活動等を通じて、国内にいながら国境を越えた環境での

業務経験を重ねてきましたが、文化の違いを前提としながらも、

それを過度に意識せず協働する「作法」を学べたことは大きな

財産です。現在はその経験を活かし、蝶理を含む4社で社外取

締役を務めるとともに、サイエンスや人材育成分野で大学・公的

機関に協力する活動にも力を入れています。

　蝶理は、専門性の高い商社として大きなポテンシャルを持っ

ていると感じています。これからの時代、差別化が企業成長の

鍵になりますが、その差別化に最も深く関わるのが「専門性」だ

と思うからです。私自身、化学の研究・事業開発に携わってきた

経験から、「専門性をビジネスにどう活かすか」「専門と経営の

接点をどう作るか」という視点で貢献できればと考えています。

社外取締役は広い視点から事業の方向性を見極める役割だと

捉えており、蝶理の皆さんの挑戦を応援しつつ、企業成長に少

しでもお役に立てればと思っています。

　リスクと機会は常に表裏一体ですが、まず業界を問わず、現

在の大きなリスクは「時間の流れの加速化」と「境界の曖昧化」

です。AIをはじめとするテクノロジーの進化の加速により、事業

環境の激変が起こり、想定外の企業が競合になり得る時代です。

その中で化学品業界は環境課題や地政学的リスクへの対応が

成長に向けた分岐点になります。例えばグリーンケミストリー

やサステナブル素材といった分野で「何を選ぶか」「いつ動くか」

の判断には、まさに高度な専門性と、現場に根差した実行力が

必要です。蝶理にはその両方が備わっており、変化を読み解く

「目利き力」を活かして、リスクをチャンスに変えることが可能だ

と考えています。

　蝶理の強みは、高い信頼性にあります。就任に際し、他社の

役員から「当社も蝶理さんと取引しているよ。いい会社だよね」

との声をいただきました。こうした評価は一朝一夕に得られる

ものではなく、事業基盤の堅実さを示すものです。

　一方で、課題としては、人材の均質性がやや高い点が挙げら

れます。これは多くの歴史ある企業に共通するものであり、変

化への感度や多様性の観点から、今後の成長やDX推進に向け

て乗り越えるべきポイントです。

　取締役会への参加回数はまだ限られていますが、迫田社長の

リーダーシップのもと、真摯で丁寧な議論が行われており、社外

取締役としても発言しやすい環境が整っています。より効果的

なガバナンスの実現に向けて、今後さらに議論を深化させてい

く意志を取締役会から感じています。

　企業は事業を通じて社会に貢献する存在です。私もその一助

となるよう努めてまいります。蝶理は誠実な文化と現場力を備

えた歴史ある企業ですが、変化の激しい時代においては柔軟さ

と挑戦が求められます。社外取締役として、蝶理らしさを大切

にしながらも、新しい挑戦を通じて成長し、次世代にも信頼さ

れ誇れる企業であり続けるよう、尽力してまいります。

法令遵守委員会

監査等委員会
社内窓口 社外窓口

法律事務所
顧問事務所 
社外事務所(        )

 コンプライアンスの徹底
「企業行動指針」をはじめとするコンプライアンス体制に関する

規定を制定し、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の 

行動規範としています。蝶理グループの取締役・執行役員及び

従業員へコンプライアンスの周知徹底を図るため、管理系部署

が連携して、コンプライアンス研修及び教育研修等を行うとと

もに、代表取締役社長を委員長とする「法令遵守委員会」にて、

蝶理グループのコンプライアンス上の重要な問題を審議し、 
必要に応じてその結果を取締役会及び執行役員会に報告して

います。経営陣幹部に重大な法令違反やコンプライアンス違反

等があった場合は、ガバナンス委員会が経営陣幹部の解任につ

いて協議し、その協議結果を踏まえ、取締役会にて十分に審議

の上、解任を検討し、法令、定款等に従った手続きを行います。

　コンプライアンス違反等の通報・相談窓口として、蝶理の役員・

従業員（嘱託・派遣社員等含む）が利用できる内部通報制度を

複数設置しています。通報者が内容に応じて社内と社外の窓口を

選択できる仕組みや、調査を望まない完全匿名の通報の仕組み

を構築しており、通報者が利用しやすい制度としています。

相談者

 内部通報制度

人事総務部

KIITE（完全匿名）
聞いてほしい、注意してほしい等、匿名での内部通報制度。 
完全匿名につき詳細な調査ができない場合もある。

KOTAETE（匿名可）
双方の話を聞いて調査してほしい、ハラスメントを受けている、 
重大なコンプライアンス違反があり調査すべきといった事案等
を通報する制度。

ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底

 蝶理グループのステークホルダーとの対話の促進に関する基本方針（2025年3月制定）

蝶理グループは、様々なステークホルダーとの対話を重視しています。

　ステークホルダーとの対話を通じ、社会からの期待や要請を把握し、企業活動へ反映することで、蝶理グループの持続的な

企業価値向上、ひいては社会の持続的な発展に貢献していきます。

 取組概要

ステークホルダー 取組概要 主要な対話方法

顧客・取引先
企業倫理・法令遵守、安全・防災・環境保全、製品安全・
品質保証、人権・労働環境等を重視し、顧客や取引先
との取引を行っています。

•  顧客・取引先との個別の対話
•  Tsumuguレポート
•  WEBサイト

•  お問い合わせ窓口
•  CSR調達ガイドライン
•  CSR調達アンケート

株主・投資家

情報の開示に際しては、各関連法令や規則に則った 
情報開示を行い、全ての市場参加者が平等に情報を
入手できるよう努めています。対話において把握した
株主・投資家の意見等は、必要に応じ、取締役会への
報告等により、経営陣幹部及び関係部署にフィード
バックし、情報の共有・活用を図っています。

•  株主総会
•  Tsumuguレポート
•  WEBサイト
•  決算説明会

•  個人投資家向け説明会
•  個別ミーティング
•  お問い合わせ窓口

従業員

「人」を最重要経営資本と位置づけており、従業員一人
ひとりが働き甲斐を感じ、成長を実感し、より幸せにな
ることにより、企業価値が向上するサイクルの実現を
目指しています。

•  イントラネット
•  社内報
•  各種研修

•  エンゲージメントサーベイ
•  Tsumuguレポート
•  WEBサイト

地域社会
事業活動や社会貢献活動を通じ、地域社会の発展に
貢献します。

•  Tsumuguレポート
•  WEBサイト

•  社会貢献活動

   蝶理グループでは、2025年3月に「蝶理グループ コンプライアンス・ポリシー」を制定しました。 
https://www.chori.co.jp/sustainability/governance/pdf/compliance-policy_20250327.pdf

社外取締役

関根 千津

新任社外取締役メッセージ
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Q  2025年3月期の蝶理をどのように 

評価されていますか? 

鈴木  業績については、中期経営計画の2年目であるにもか

かわらず、利益が最終年度の目標値を上回ったことは高く評価

しています。2024年3月期と比較すると、2025年3月期は滞留

債権やその他の定性的な心配事がほとんどありませんでした。

社長就任1年目は通常様々な課題や不確実性が伴う時期です

が、業績は安定的に推移しており、安心できる経営状態である

と言えると思います。

澤野  蝶理の総合力は着実に高まっており、2025年3月期の

業績も現在の経営体制のもとで得られた成果として素直に評価

してよいと思います。2025年3月期は、迫田社長にとって経営基

盤を整えるための地ならしの1年となりましたが、取締役会では

引き続き自由闊達な議論が行われており、ガバナンス委員会に

おいても建設的な議論を行うことができました。この数年は業

績が好調でしたが、蝶理に真に稼ぐ力が備わっているのか、そし

て今後も持続的な成長が可能かを2026年3月期はしっかりと見

極めていきたいと考えています。

野田  過去最高益となったことは、評価すべき結果です。迫

田社長はプロパーとして長年蝶理で培われてきた知見に基づき

現場の実情を踏まえた的確な経営判断を下されており、経営政

策本部長としての経験も活かして、安定感ある経営を実現され

ました。今後はDX戦略に加え、脱炭素や人材戦略等サステナ

ビリティに関わる取組を一層推進していくことが求められます。

私たち社外取締役も中長期的な視点からその進捗を着実に 

管理・監督していきます。

Q  2026年3月期に向けてどのような課題が 

あるとお考えでしょうか? 

澤野  稼ぐ力の源泉となるコアバリューについて、改めて分析

が必要だと考えています。コアバリューを明確化し、社内で共

有することで、さらに磨きをかけることができますし、そこに柔

軟性を待たせることで、変化する環境に対応しながら、さらな

る発展の可能性も広がるでしょう。

野田  商社としてのコアバリューは人にあると思います。その

力を最大限発揮するためには、社員一人ひとりが自らその価値

をしっかりと認識することが不可欠です。また、サステナビリ

ティの観点では、気候変動と人権が主要なリスク領域であり、

これらへの理解と対応が不十分であれば、落とし穴となってし

まいます。これらは単なるリスクではなく、新たな機会でもあり

ますので、その認識を全社的に深めていただくことでさらなる

飛躍ができるのではないでしょうか。

鈴木  この数年、新型コロナウイルス感染症の拡大や米国の

関税政策等、外部環境が目まぐるしく変化してきました。そうし

た中にあっても、蝶理は変化を的確に捉え、柔軟な対応力を発

揮することで安定した業績を維持してきました。今後、持続的

な成長を実現していくためには、変化を俯瞰的に捉え、それを

いかに事業成長へと繋げていくかが重要です。社長交代を経

て、変化の時代に合わせて企業文化をどれだけ変えられるかが

問われています。経営基盤の整備、商売の拡大、そして変化へ

の適応力向上という好循環を作っていくことが求められます。

商売の拡大は、成功する可能性もあれば、失敗するリスクもあ

ります。しかしながら、思い切った変化を遂げられず競争力を
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鈴木 博正

社外取締役 
監査等委員

野田 弘子
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失うことの方が大きなリスクであると考えます。蝶理が社会に

対して提供できる価値を明確にし、サステナビリティの観点も

含めて事業戦略に織り込んでいくことが今後の持続的な成長に

向けて重要な取組になると思います。

野田  蝶理は、2003年の「新生経営計画」策定以降、目の前

の商売に熱心に取り組み、業績を伸ばしてきました。今後さら

なる飛躍を遂げるためには、より長期的な視点でビジネスを構

築していく力が求められると考えています。

Q  迫田社長就任1年目の経営体制について 

どう評価されていますか? 

野田  手堅く経営を進められている印象を受けています。サス

テナビリティ推進委員会の活動にも積極的に取り組まれていま

すが、今後は迫田社長の想いをいかに社内へ浸透させ、従業員

の自立的な行動へと繋げていくかが、経営の推進力を左右する

重要なポイントだと考えます。

澤野  この1年は経営政策本部長の経験を活かし、その延長

線上で着実に取り組まれてきました。変化なくして発展はあり

ません。今後は、社長としてのリーダーシップが本格的に発揮

されていく段階に入ると期待しています。

鈴木  経営の中核を担うのは社長ですが、社長を支える経営

チームが変革を推進していくことが理想です。現時点では、経

営チームの構成は前体制から大きくは変わっておらず、今後の

変革に向けては新たな人材や知見も必要でしょう。迫田社長は

変革の方向性について理にかなったビジョンをお持ちと思いま

すが、その実行スピードを高め、変革をどこまで進められるか

は、経営チームの体制と機能がどれだけ整備されていくかにか

かっていると思います。

Q  取締役会に対する評価と課題については 

どうお考えでしょうか? 

鈴木  本来、取締役会は会社の業務執行を監督する機関です。

会社が成長し、経営基盤が整ってくると、取締役会は事業推進

に直接関与するのではなく、監督に専念する体制へと移行して

いくのが一般的です。徐々に変わってきてはいるものの、取締役

会の議論を株主目線にしていくことがまだまだ必要で、業務執

行取締役においてもその意識を高めていくことが求められます。

澤野  会社は株主をはじめとするステークホルダーのもので

あり、会社が意志を持って経営を推進していくためには、これら

の人々皆に対し稼いで還元するという目線が大切です。蝶理は、

親会社である東レ（株）との取引が非常に少なく、独自の経営計

画を推進することで業績を伸ばしてきました。しかしながら、時

価総額の大きな他の東証プライム上場企業と比較すると、まだ

発展途上にあり、対応すべき課題は多くあります。今後は、サス

テナビリティの観点から社会にとってなくてはならない存在と

なることを意識し、蝶理のポジションと実力を踏まえた経営を

取締役会において議論していく必要があります。稼ぐ力につい

ては執行役員会で議論を深め、将来に向けた夢やビジョンを

語っていただき、取締役会では蝶理を育て、数年後の蝶理を

隆々としたものにするとの想いで経営全体を評価していきたい

と考えています。

鈴木  株主から信頼を得られる会社は持続的に成長し、様々

なことを実現できます。一方で、株主の信頼を失うと会社として

の信用が損なわれ、他のステークホルダーにも影響を及ぼす可

能性があります。そうならないためにも、将来のビジョンを示

し、会社として掲げた方針や目標を着実に実行し、株主からの

支持と信頼へと繋げていく必要があると思います。

野田  現在、取締役会では自由闊達な議論ができていますが、

蝶理の持続的な成長に向けては、中長期的な視点に立った、議

論のさらなる深化が重要であると認識しています。私たち社外

取締役は、蝶理が現在どのような位置にあり、今後どのような

方向に進もうとしているのかを、中長期的な戦略に沿って把握

したいと考えています。そのためには、執行役員会での議論内

容が中長期的な戦略に基づいて取締役会に報告されることが

望ましく、KPIの設定や、M&A、事業投資に関しても中長期的

な視点での情報共有が必要です。今後、こうした取組がより体

系的に進められることを注視していきます。

Q   ガバナンス委員会に対する評価と課題については 

どうお考えでしょうか? 

澤野  ガバナンス委員会は、指名委員会等設置会社における

指名・報酬委員会に相当する任意の委員会として設置されてお

り、この数年で議論も徐々に活発化し、委員会としての機能をよ

り一層果たすようになってきました。蝶理では、指名や報酬に関

する事項に加え、取締役会に直接上程するには適さない重要案

件についてもガバナンス委員会で議論しており、実質的に重要

社外取締役鼎談
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サステナビリティ推進委員会と法令遵守委員会の両方に関わ

る領域となるため、両委員会の棲み分けは今後検討すべき課題

の一つになるのではないでしょうか。また、蝶理は海外拠点が多

く、コンプライアンス上、その管理・監督が非常に重要です。現

在は、業務監査部が丁寧に対応しており、適切な報告を受けて

いますが、今後の外部環境の変化にも柔軟に対応していくこと

が求められます。さらに、働き方についても、コンプライアンス

の観点からこれまでの認識を見直し、人材の確保に向けた取組

を推進していくことが必要であると考えています。

鈴木  法令遵守委員会は、問題の分析を通じて改善や対策

に繋げることができており、不祥事が発生した場合やその兆候

が見られる際には、是正の仕組みとしてよく機能しています。一方

で、会社として自助努力による改善を進めるにあたっては、限ら

れた人員の中で経営の推進と牽制の機能が混在し、経営管理

に関わる役割が一部錯綜している印象もあり、今後の課題と認

識しています。事業部門では営業が活発に能力を発揮し、蝶理

の成長を牽引しています。これに対し、持続的な成長を支える

ためには、管理部門によるリスク統制の強化が不可欠ですので、

次のステップとして体制強化を検討していく必要があると考え

ています。

澤野  法令遵守委員会は着実に機能していると思います。一方

で、複数の委員会においてメンバー構成が重複している点は、

今後のガバナンス体制の強化に向けた検討課題と認識してい

ます。蝶理は東証プライム市場に上場する企業でありながら、

単体の社員数は500人もおらず、限られた人員体制の中で、 
経験豊富な管理職が複数の役割を兼務しているのが現状です。

こうした状況を踏まえ、より多様な視点を取り入れた体制整備

が求められています。ダイバーシティや女性活躍に対する価値

観の共有は着実に進んでおり、今後さらに意識が変わると法令

遵守委員会をはじめとする各委員会の機能もより一層強化さ

れていくと期待しています。

Q  サステナビリティ推進委員会に対する評価と課題に 

ついてはどうお考えでしょうか? 

野田  サステナビリティ推進委員会の取組は、第一歩として

は非常に良かったと思いますが、委員会で議論したことの社内

浸透はこれからです。蝶理のマテリアリティは環境や人材、人

権といったテーマが重視されていますが、社内でリスク認識を

確認すると、これらが最優先事項として挙がることは少なく、全

社員が改めて企業としてのリスクを学び直す必要性を感じてい

ます。2026年3月期に向けては、こうした意識の醸成と浸透に

注力していただきたいです。また、サステナブル商材の定義が

明確化されたことは前進ですが、何をもってサステナブル商材

とするのか、ダイバーシティのKPIは何か等、実効性を伴った取

な機能を担う存在となっています。取締役会で十分に議論しき

れない事項を補完する役割を果たしていることから、ガバナンス

委員会と取締役会との間で密な情報連携とコミュニケーション

が不可欠です。取締役会の実効性評価のアンケートでは、「ガ

バナンス委員会の活動内容が十分に見えない」という意見もあ

り、今後はその透明性を高めるための仕組みづくりを進めてい

くことが重要であると考えています。

鈴木  取締役会には、東レ（株）からの取締役もおられるので、

親子関係に関する議論には一定の制約がありますが、ガバナン

ス委員会においては、親会社との取引について客観的かつ丁寧

に検証を行っています。2025年6月には社外取締役が4名体制

となり、取締役9名中4名が社外取締役となったことで、社外の

視点がより強く反映できるようになりました。これにより、社外

取締役の意見の重みが増し、投資家や株主に対して説明責任

を果たす上で、企業経営における透明性と説明責任の向上に寄

与することが期待されます。ガバナンス委員会は、取締役会で

議論が難しい役員報酬やCEO後継者育成等の重要事項につ

いても、独立性を保ちながら議論を行う場として機能しており、

取締役会との認識の統一と情報連携を図ることが今後の重要

なステップと考えています。

野田  私はガバナンス委員会の委員ではないので、他社事例

を踏まえますと、指名・報酬委員会は、事務局の体制強化や取

締役会との情報共有が重要な課題として挙げられています。 
蝶理においても、今後の体制整備の一環として、こうした連携

や役割分担のあり方について検討していくことも選択肢の一つ

になるのではないかと考えています。

Q  法令遵守委員会に対する評価と課題、蝶理のコンプライ
アンスに関わる取組についてはどうお考えでしょうか? 

野田  蝶理はコンプライアンスに対して熱心に取り組んでい

る会社です。社内では、コンプライアンス意識の向上を目的と

して、コンプライアンスハンドブックの読み合わせや毎月のコン

プララーニング実施等、地道に取り組んでいます。人権や環境

規制への対応がますます求められる中で、これらのテーマは 
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組が今後の課題です。例えば、「BLUE CHAIN®」では、サステ

ナブルな商材を数多く展開しているので、第三者認証を取得し

開示していくと良いと思いますし、KPIの設定による進捗管理も

期待されます。女性管理職については、女性職員の意識醸成研

修や、課長職を増やすための個別人材に応じた登用計画の策

定等、具体的な取組を進めている会社もあります。蝶理におい

ても、何をすべきかを明確にした上で、着実な取組が必要だと

考えます。

鈴木  この1年間のサステナビリティ推進委員会の活動によ

り、方針・制度の整備、サステナブル商材の定義やリスクの整

理が行われました。現在は、漠然とした大きな括りでサステナ

ビリティを扱っていますが、今後はその中身を一つひとつ具体

的に整理し、何をすべきかを明確にする必要があります。例え

ば、事業戦略上とサステナビリティ上のリスク管理の違いを認

識し、方針や戦略を決めていく必要があるのではないでしょう

か。委員会でこれまで取り組んできたことは、開示の充実とい

う点では良かったと思いますが、今後は中身を充実させていく

ことも重要です。世の中の動きを考えるとスピード感を持って

様々なことを整理していかなければなりません。サステナビリ

ティ対応のフレームワークの整備をもっと早いペースで進める

必要があると感じています。

澤野  フレームワークは大事だと思います。従業員や取引先

をはじめとしたステークホルダーが幸せになり、そしてそれが長

期的な利益に繋がるからこそ、会社としてサステナビリティに

取り組む意義があります。フレームワークが整備された後は、社

員一人ひとりの意識を変えなければなりません。儲ければよい

時代ではないので、サステナビリティについて理解し、行動に移

していく必要があります。女性活躍であれば女性のキャリア採

用から始めていかなければならないかもしれません。議論が全

くないわけではありませんが、まだまだ少ないと感じています。

Q  それぞれの専門性を踏まえ、蝶理の企業価値向上に 

どう貢献していこうとお考えでしょうか? 

鈴木  社外取締役は、一般的な社会の変化を的確に捉え、社

内の取締役以上に踏み込んだ視点から提言を行うことで、社内

と社外の触媒としての役割が求められていると思っています。

私の場合は、企業価値を単に上げるだけでなく、様々なステー

クホルダーに受け入れられる経営を実現するために、投資家目

線で助言を行うことが貢献できるポイントだと考えています。

澤野  会社というのは社会に実体を持つ存在であるというこ

とを自覚することが必要だと思います。会社としての存在意義

には、経済的価値の創出があり、サステナビリティへの貢献があ

り、さらにその中にはダイバーシティの推進も含まれています。

社会の一員としてその存在を全うする会社であってほしいです。

得られた利益を社会的な存在として意義あることに使い、蝶理

としてのありたい姿に向けて経営に活かしてほしいと思います。

コンプライアンスに違反していなければよい、儲けていればよ

いというわけではなく、社会にとって存在価値のある会社であっ

てほしいと思いますし、何か問題があった際にはそういった視

点で助言していきたいと考えています。

野田  企業価値の向上に向けた戦略の策定やKPIの設定を

執行側に担っていただき、私たち社外取締役はその進捗を 

管理・監督する役割を果たしていきます。特に、気候変動や人権

等のマテリアリティを落とし込んだ、リスクと機会を踏まえた戦

略の策定が重要で、そのKPIを管理・監督していくことが必要

だと考えています。ダイバーシティについては、蝶理は女性の活

躍が十分とは言えません。企業価値向上のために必要な要素

であるという認識を改めて持ち、必要なことを洗い出して執行

側で取り組んでいただき、それを管理・監督していきたいと思っ

ています。

Q  VISION2030を達成するためのカギは 

どこにあるとお考えでしょうか? 

野田  気候変動や人権といった社会的課題を単なるリスクで

はなくビジネスチャンスと捉え、それをビジネスモデルや事業戦

略に落とし込んでいくことがVISION2030達成のカギになる

と考えています。

澤野  会社は持続的に利益を上げなければなりません。その

ためには、自社のコアバリューを見極め、基礎の上に立ち、地に

足のついた形で邁進してほしいと思います。特に、次期中期経

営計画がカギになると考えています。

鈴木  現在、蝶理はほぼ無借金の状態にあり、経営が苦し

かった頃とは違い、取り得る経営手段の幅が広がっています。

堅固な財務基盤を活かし、ある程度のリスクをとるチャレンジン

グな経営へとシフトすることで、より大きな成長を実現できるも

のと考えます。どうレバレッジを効かせるか、財務面だけではな

く、M&Aや投資等これまでと違う取組をいかに検討し、選択で

きるかにかかっていると思います。次期中期経営計画では、 
これまでの延長線上でない成長の機会を描くことができるか、 
期待しています。

持続的成長に向けた経営基盤
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